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意  見 個人/団体名
I-1 　本小委員会における昨今の権利制限規定の検討においては、著作権法がビジネスの振

興を停滞させていることを理由に課題の検討が行われている場合が少なくないと感じら
れます。
　この点につき、権利者としては、インターネット配信等、著作物が適法に流通する過
程において、技術的にやむを得ず発生し、かつ著作物の内容が無断で享受されない等の
状態が確保されている状況での複製などに対しては、例えそれが、厳密に解釈すれば法
律に規定していない複製（違法と判断される可能性のある複製）であったとしても、ほ
とんどの場合は問題視しておりません。
　一方で、権利者が真に懸念を抱いている点は、包括的に権利制限がなされることに
よって、著作物の内容を享受することが主たる目的として行われる違法な流通までもが
適法になってしまう、加えて、弱小の権利者が問題視している利用形態であったとして
も訴訟等で争えないことや立法の際に意見が採り入れられないことによって、適法と
なってしまう可能性が否定できない点です。
　今後の権利制限規定のあり方については、一般規定も含めて十分な検討が必要となる
ことはもちろんですが、制限規定の新たな「整備」によって、違法行為（権利者が権利
行使する対象とすべき侵害）を想定外に適法としないように、より慎重に吟味し議論し
ていただきたいと考えます。

社団法人コン
ピュータソフト
ウェア著作権
協会

「法制問題小委員会平成20年度・中間まとめ」に対する意見
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意  見 個人/団体名
II-1 A.　背景

日本のデジタルコンテンツ至上は、世界において米国・EUに次いで3番目に大きな市場です。2003年に発表
された知的財産推進計画では、鍵となる重要な目標の一つとして日本におけるメディアコンテンツビジネス
の強化が設定され、更に2013年までに5兆円の成長という目標が掲げられています。しかし、産業界・消費
者のいずれも十分な利益を享受していません。日本のコンテンツは広く称賛され、アニメや映画、音楽はア
ジアや西側諸国で広く消費されているものの、これらの多くは違法な手段によるものです。大きな黒字を出
しているゲーム分野を別にすれば、映画や音楽、出版において日本は貿易赤字を抱えています。ACCJ及
び我々メンバーは、日本のコンテンツにおける輸出実績の総体的な弱さは、多様化した活発なコンテンツ市
場が日本国内に欠如していることと関連していると考えています。業界筋によれば、2001年から2005年にお
ける国内のコンテンツ産業の成長は、世界のコンテンツ市場が25％近く拡大しているのに対し、基本的には
横ばい状態でした。

合法的な流通経路を通じて入手するコンテンツが日本において不足していることにより、日本の消費者は、
その代わりとなる著作権侵害を助長するサイトを含む日本国内外のサイトを利用するようになります。イン
ターネット上での日本語で利用可能なコンテンツの検索は急激に発達し、これにより、ウィニーやシェア等の
著作権侵害のコンテンツを提供する日本国内のサイトやネットワークだけでなく、YouTube等の日本国外で
運営されるサイトにおける検索が増加しています。日本のコンテンツの利用可能性が限られていることは、
消費者の無関心を反映してのことではありません。むしろコンテンツの不足により、日本の消費者は、著作
権侵害を助長するサイトを含む、代わりとなる日本国内外のサイトを利用するようになっているのです。

在日米国
商工会議所
知的財産委
員会

B.　コンテンツの二次利用の円滑化
ACCJが理解するところによれば、貴小委員会では、著作権のあるコンテンツの二次利用を円滑化するため
に現在民間で行われている対策を促進することが提案され、具体的には、二次利用の具体的事例を予見
及び明示する契約の締結の促進、コンテンツホルダーや権利管理団体による権利情報の管理、権利者情
報データベースの整備、及び使用料を事前に預託する第三者機関の創設の可能性等が考えられていま
す。貴小委員会ではまた、「セーフティネット」政策の実施が提案されており、そこでは十分な調査をした上で
著作物の権利者が不明の場合、そのような著作物（すな
わち「孤立作品」）の二次利用は一定の条件の下では法的責任を課されるべきではないとされます。
ACCJは上記の政策を支援します。ACCJとしては、著作権のあるコンテンツの二次利用を円滑化するため
に行われている民間での様々な対策を促進するという貴小委員会の提案に賛成であり、一定の列挙条件
の下で孤立作品の利用を認めるとしている貴小委員会の政策表明を実施する立法にも賛成致します。

C.　インターネットを利用した作品の創作・利用
ACCJが理解するところによれば、不特定多数の者のマッシュアップにより制作されたものや利用者に制作
されたコンテンツに関し、貴小委員会では今後生じうる課題の更なる検討が提案されています。

ACCJは貴小委員会に対し、マッシュアップ制作物や利用者制作コンテンツに関する今後の議論の過程で
検討される提案について、パブリックコメントの機会の提供を要請致します。更に、デジタルコンテンツの流
通促進における一般的課題に関し、ＡＣＣＪは、インターネット上での日本語コンテンツの利用可能性を増大
させる鍵となるのは、コンテンツ制作・流通産業において増大する競争を促進する一方でコンテンツの保護
を行うというバランスの取れた取組みであると考えています。
ここで、米国の知見を参照として提示致します。デジタル・ミレニアム著作権法（以下、「ＤＭＣＡ」）は、コンテ
ンツを保護すると同時にコンテンツへの消費者のアクセスを円滑化する多数の新たなビジネスモデルの発
展を促進してきました。米国法の鍵となった条項に、以下のようなものがあります。

(1)著作物に設けられた反著作権侵害基準の排除に対する民事・刑事の法的責
(2)コード・クラッキング装置の製造、販売及び配布の禁止
(3)インターネット上での単純な情報送信におけるインターネット・サービス・プロパイダー（以下、「ISPs」）の
著作権上の法的責任の制限

「法制問題小委員会平成20年度・中間まとめ」に対する意見
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(4)ISPｓ及びウェブサイト提供者に対し、著作権を侵害する利用者の利用停止の要求

これらの法的制約を強化するためには、科学技術が利用可能です。ACCJは社団法人電子情報技術産業
協会(JEITA)等に加入しており、貴委員会や産業界に対し、デジタルコンテンツを保護する基準としてEPN
（暗号化及び非アサーション）導入の検討を要請しており、この基準により、デジタルコンテンツを楽しむため
の消費者の要求とコンテンツホルダーの権利や経済的利益の最良のバランスを保つことが可能になりま
す。日本におけるEPN基準の採用及び政策を国際的取組みに一致させる対応は、EPNの国際基準としての
確立に大いに貢献すると考えられます。このような基準はインターネットを地域的でない世界的な基盤とし
て強化し、日本にとっては、デジタルコンテンツの将来において指導的役割を果たすという最良の機会を保
証することになると考えられます。

コンテンツの制作者・配布者間の協力強化も必要不可欠です。主要コンテンツ提供者（ディズニー、バイアコ
ム、NBCU, CBS等）及びオンライン動画サービス（マイクロソフト、マイスペース等）は、著作権保有者の権利
を保護した上で利用者が制作するコンテンツ（以下、「利用者制作コンテンツ」）サイトを保証することを促進
する規則に同意しました。この規則は、利用者制作コンテンツへアップロードされたものからコンテンツ侵害
を排除するため、コンテンツのフィンガープリントや技術の特定の過程の配備を促進します。

しかしながら、著作権保護が完璧な答えとはなりません。コンテンツの制作や配布における競争を促進する
基準もまた、同様に必要とされます。例えば、1971年から1995年の間に米国連邦通信委員会（FCC)によっ
て施行されたフィンシン・ルール(Financial Interest and Syndication Rules)、また、英国における放送会社に
一定の割合で番組を外部供給元から調達することを求める現行の規則は、これら二国内のコンテンツ市場
における競争を活発化する鍵となる役割を果たしてきました。報道や電気通信、その他のサービス事業を
同一の差配の下に位置づけるような新たな情報通信の法的枠組みに関する議論の過程において、ACCJ
は、日本においても二国と同様の規則を導入する利点について検討されるよう要請致します。提案されたこ
れらの変更についての検討は、日本のコンテンツ産業の国内・国際双方における将来の成長及び拡大に
際して不可欠なものであると我々は考えています。

II-2
○デジタル化、ネットワーク化の波は障害者の中でも急速に進展しており、著作権物のインターネット配信
や二次利用も今後盛んに行われると予想される。デジタル化、ネットワーク化の時勢の流れとともにバリア
フリー化の流れも急速に進展している事を踏まえて、情報のバリアにならぬよう配慮していただきたい。

社会福祉法
人
日本盲人連
合会

II-3
第１節 「デジタルコンテンツ流通促進法制」「２ コンテンツの二次利用の円滑化に関する課題」について

　　著作権契約に関する課題とその考え方に関して、インターネットにおけるデジタル著作物の流通に関し
ては、いわゆる著作権団体に①許諾の規定がない、②料金が非常に高い、③ストリーミングに限定、④ファ
イル共有においては不当に重い要件を課す、などの理由によって許諾がなされていないとう実情がある。
　　現在、一般には権利者不明の場合に限定されている裁定利用の制度を拡張することが検討されるべき
である。また、登録制度は設けられているが、利用者が少なく、権利者を確認する手段はない。登録されて
いない著作権者については、保護期間の限定、差止め・刑事事件による保護を認めない等の不利益を認
め、権利者を確実にするべきである。

第２節「私的使用目的の複製の見直し」について

１　本委員会では、ACCS等の調査を用いているが、この調査は、ファイルの内容を確認したものではなく、
ファイル名から内容を判断するという愚を犯している。しかしながら、いわゆるファイル共有においては、ファ
イル名とファイルの内容が異なることが多く、これらの調査はファイル共有における流通の実態を正しく把握
したものとは言い難い。このような不十分な調査をもとに判断することは早計と言わざるを得ない。

MPO法人ソフ
トウェア技術
者連盟
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II-4 　
学術著作物においても電子ジャーナルや電子ブックが主たる媒体として普及している現在、そのコンテンツ
の二次利用や電子保存は教育・研究活動にとって不可欠となっています。しかしながらこれらの利用は「利
用契約」が前提となっているために、個々の学術電子コンテンツ毎に二次利用や電子保存の方法が異なっ
ており、通常は複数の電子コンテンツを利用する利用者にとっては、個々の電子コンテンツの利用形態が分
かりにくいのが実情です。そこで、教育研究活動を円滑で効率的かつ効果的に進めるために、学術著作物
の電子コンテンツ利用における権利制限を求めます。具体的には、教育や研究活動目的に限定した電子コ
ンテンツの契約者機関内での保存利用が出来るようになることです。以上

社団法人情
報科学技術
協会

II-5 （1） 主旨
デジタルコンテンツの流通を促進するためには、まず流通する著作物の創作の活性化を図る方策を講ずる
ことが第一であり、単に物理的な流通のみを目的とするべきではありません。
著作物の創作の活性化を図るには、「権利者が安心してインターネットにコンテンツを提供するための環境
整備」こそが必要です。

（2） 理由
インターネットを活用した新たな市場において、文化の創造が活性化し、コンテンツの流通促進が図られる
ことについては、著作権者も大きな期待を寄せているところです。
デジタルコンテンツの流通促進の方策については、著作権者の権利を制限する方向で流通促進を実現させ
ようとする議論が一部にあります。しかし、現実には、音楽の配信はもとより、映画や放送番組の配信等
次々と新たなサービスが開始されており、現行制度の下でも流通は徐々に促進されてきています。
過去の著作物等の利用の円滑化のための課題の一つとされている、権利者不明の場合への対応方策は
必要ですが、新たなコンテンツの流通促進に関する方策についてまで、権利の制限で対処しようとするのは
誤りです。
今後、我が国が知的財産戦略の下、文化立国、コンテンツ大国を目指すのであれば、著作権者の権利を制
限しようとするのではなく、イノベーションと法制度の両面から権利を実効性のあるものとする方策を講じる
べきです。
　そうした環境の下で生まれる豊かなコンテンツを消費者に届けるべく、多様なビジネスモデルが展開され
てこそ、真のデジタルコンテンツ流通の促進が実現し、より一層文化的な社会が築かれるものと考えます。

社団法人日
本音楽著作
権協会

なお、本中間まとめでは、民間の諸提案の一つとして「一定の事業者に映像、音楽等のコンテンツをネットで
利用することについての許諾権（ネット権）を集中させる」（報告書4ページ）案が紹介されていますが、この
提案も、放送番組等の過去のコンテンツの流通促進のみを目的としたものにすぎず、内容的にもベルヌ条
約違反であるなど様々な問題が指摘されております。
著作物の創作の活性化を実現するための方策を検討するには、インターネットにおける権利侵害の実状
と、背景となる国際条約やビジネスの現状を十分把握することが必要であると考えます。

II-6
第１節　「デジタルコンテンツ流通促進法制」
P6 (2)②権利者不明の場合の課題の整理、および同(3)本章委員会の検討の方向性

(2)②では、「・・・セーフティネットとして制度的な対応が必要との認識に」との記載があり、これに続く(3)で
は、「このような権利者不明の場合の制度的措置については、できる限り早期に実施に移すよう検討するこ
とが適当である」とあります。

これらの点について、制度的措置は民間による取り組みのセーフティネットとしての機能に限定することな
く、例えば、著作権法67条に基づく著作権者不明の場合の裁定制度をより使いやすいものにする（例えば申
請書式のひな型化、裁定期間短縮、補償金算定の計算式設定）、あるいは代表権利者のみなし規定の策
定のような制度的対応を積極的に検討するべきであると考えます。

第１節　「デジタルコンテンツ流通促進法制」P9一つ目の丸印

権利制限規定における現実との乖離解消について、著作権の持つ文化的側面と経済的側面を十分に勘案
のうえ、両者の権利保護内容を区別すること等も含め、明確かつ具体的な見直しを期待したいと考えます。

国際企業法
務協会
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II-7
　インターネットを利用した著作物の流通に関しては、既存のメディアと同視できない形態の流通が発現して
いることから、適法に著作物を流通させるべく、現行法における課題、簡便な許諾方法等の検討を行う必要
がある場面は多く存することは理解できます。
　しかしながら、現在インターネットを会して多数行われている違法な著作物の流通（無許諾送信行為）を防
止する方法の検討が併せてなされていないことについては、疑問視せざるを得ません。インターネット等を
利用した著作物の流通においては、正規ビジネスの「競合者」が、ファイル共有ソフトや動画投稿サイトなど
を悪用した無許諾送信行為である場合が少なくない状況にあることから、コンテンツの適法な流通の促進を
求める視点で検討がなされるのであれば、その前提として、現在多数行われている違法な流通への対策は
必須であり、このことから、権利者が簡便かつ迅速に違法流通対策を実施できるような法整備について、デ
ジタルコンテンツ流通促進法制の整備に先んじて実施されることを望みます。

社団法人コン
ピュータソフト
ウェア著作権
協会

II-8
Ｐ１０の「４　検討結果」の方針に賛成である。すなわち、Ｐ６～７の「（３）　本小委員会に検討の方向性」にあ
るように、権利者不明の場合の制度的措置について、できる限り早期に実施に移すよう検討する、との方針
に賛成する。なお、「デジタルコンテンツ流通促進法制」について、新法・特別法の制定が必要なのか、ある
いは、必要に応じて著作権法を改正することにより対応するのか、については、新法等の検討それ自体を
否定するものではないが、コンテンツをひとくくりにして議論するのではなく、コンテンツの分野ごとに、二次
利用の実態を踏まえて議論すべきである。
（参考意見）
　なお、本節の各論に関して当会内で示された個別の意見を参考までに記しておく。但し、各種の意見を併
記しているため、表現等に統一性がないことをご容赦いただきたい。
・「過去にインターネット以外の流通媒体での利用を想定して製作されたコンテンツを、インターネットで二次
利用するに当たっての著作権法上の課題」（P.2、1-(1)-①）については、例えば「専ら放送事業者が放送の
ための技術的手段として製作する映画の著作物」（いわゆるＴＶ局が製作するＴＶドラマなど）はインターネッ
トの利用について権利を有さないが（著作権法29条2項）、このような状況は本来、著作権契約で手当てす
べきものであったはずで、過去の契約の不備を著作権法によって補正することは流通の経済的利益のみを
追うことになり、著作者の人格的意思の尊重という著作権法の側面をないがしろにする懸念がある。

日本弁理士
会

・「インターネットを活用して創作が行われるなど「制作」や「流通」の概念で分けることが困難な形態や、不
特定多数が関わって創作、利用が行われる形態」（P.2、1-(1)-①）とは「２ちゃんねる」から生まれた「電車
男」などが代表例であろうが、これもサイト運営者と書き込みを行う者との間できちんとした契約が結ばれて
いれば解決される問題である。例えば、職務上の著作物や映画の著作物のように法律が存在せずとも、当
事者に契約意識があれば権利は整理されるのではないか。
・「一任型による集中管理」「非一任型による集中管理」が例に挙げられているが（P.5、2-(1)-①）、集中管理
に適する著作物は「市場の必要性」と「管理費用の問題」を考えれば「経済的価値を有する著作物」に限ら
れることになる。製作者と利用者が限られる分野（放送など）では、なんらかの公的な慣性を与えられれば
機能するビジネスモデルになり得るのではないか。
・「ストレージサービス」（P.8、3-(2)-①）は、「デジタルコンテンツ流通促進」の問題ではなく「私的使用」の範
疇で考慮すべきである。
・この節には触れられていないことであるが、オンラインでの流通には合理的な契約手段が望まれる。すな
わち二次利用、転売などに関しての取り決めを譲渡/購入に際してすることが必要であるので、契約の中
味、契約書の雛形、契約の技術的手法（ワンクリック契約でよいか）などを提案し、また法律上の手当てをす
ることを検討していただきたい。
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・中間報告書では、検討課題中(1)(2)はコンテンツの流通促進に関しての課題を中心に検討し、(3)につい
て、違法コンテンツへの対策強化について検討されているが、中間報告においては、(3)に関する報告がほ
とんどされていない。ネット上の違法コンテンツに対する対策についての具体的な対策が打ち出されないま
ま流通を促進すれば、新たな違法コンテンツの連鎖を生むのは明白である。ネット権や包括的なフェアユー
スという各論に移る前に、違法コンテンツの対策に関しての議論をもっと尽くすべきであると考える。更に、コ
ンテンツ創作ツールが発達しつつある今日において、ネット上での創作は「誰でも手軽」にできる。これは逆
を返せば、既存の著作物に対する改変も容易に行われるということでもある。実際、放映されたアニメーショ
ンを改変した創作等が無数に動画投稿サイトに掲載されている。
・二次利用の許諾の問題が2(2)で検討されているが、（P8近辺）権利者や権利者へのアクセスが不明な場
合がネット上では多々みられる。コメントでは、セーフティネットとして裁定制度の運用改善などが挙げられて
いるが、個人や零細企業にとって、コンテンツ利用を事業の種とする場合に、裁定を請求する手間やコスト、
裁定結果を待つだけの時間的余裕がないのが現実である。裁定制度ではなく、所定の申請を行えば、暫定
的に利用できるなど申請（あるいは登録）などの簡便なルールでの二次利用への扉を開くことの検討も含め
るべきである。
・第2節のACCSの報告にもあるとおり、違法コンテンツによる被害が現に億単位での損害が認識されている
以上、これを放置した状態で、コンテンツの流通促進を行ったところで、国内のコンテンツ産業の興隆に繋
がるとは思えず、本来目指すべき知的財産権立国というビジョンにも程遠いのではないか。

II-9 障害者等への緊急災害時の情報保障はいまだに不十分である。対応策として放送事業者以外の第三者が
緊急災害発生時等に、放映中や放映済みのテレビ番組について、視覚障害者等向けの音声解説や聴覚障
害者等向けの字幕や手話を付与して送信することなど、最新のデジタルネットワーク技術を使うことで十分
可能となってきている。すでに聴覚障害者向けのリアルタイム字幕や、視覚障害向けの点字データ、録音図
書の音声データの公衆送信については、著作権法上も著作権者の許諾なしでも可能とされているが、その
利用対象者の範囲等については著作権法上の制約として限定的なものとされている。緊急災害時の情報
保障は生命・財産の保護に関わる喫緊の課題であり、著作権法上の対応が早急にされるべきである。
そして、この件については必ずしも個別の限定列挙的な権利制限規定によらずとも、緊急時の人命保護等
に関わるという場面を考慮するならば、知的財産戦略本部等で検討されている「包括的な権利制限規定（日
本版フェアユース規定）」により対処することが可能であるし、「フェアユース」の理念そのものにも合致する
ものと考える。

障害者放送
協議会

II-10 権利者不明の場合の対応について「過去の著作物等の保護と利用に関する小委員会」の中間整理におい
て新たな制度が提案されていますが、「中間まとめ」にあるように、速やかに実施することが必要だと考えま
す。

日本放送協
会

II-11  コンテンツ流通の促進は、コンテンツの豊富化に繋がる形で検討すべきであり、具体的には、権利者自ら
が行うビジネスの活性化及び権利の集中管理事業によって達成すべきであると考える。
 レコード製作者は、自らが製作した原盤を用いて様々なビジネスを展開し、そこで得られた収益を拠り所と
して新たな原盤製作を行っている。
 他方、放送番組のネット利用など、利用者からのニーズが大きく、かつレコード製作者自らのビジネスと競
合しない利用形態については、当協会において、許諾権の集中管理事業を実施しているところである。
 「デジタルコンテンツ流通促進法制」を検討するに当たっては、流通促進の要請にのみ捕らわれるのではな
く、コンテンツ創作を担う権利者への影響にも目を向ける必要がある。仮に許諾権が報酬請求権に切り下げ
られた場合、利用者は権利者との使用料交渉が整わなくても利用を継続することができるため、権利者の
使用料交渉能力は著しく減殺される。
 コンテンツ流通を促進するためには、民間レベルでのビジネスモデル・権利処理モデルの構築が重要であ
り、「デジタルコンテンツ流通促進法制」の検討においても、利用者側の意見に偏ることなく、権利者側の視
点にも配意した丁寧な議論が必要である。

社団法人　日
本レコード協
会

II-12 権利者不明著作物における一定の条件での利用をまず速やかに認めていくべきとの貴委員会の結論に賛
成する。
全世界で急速に展開するインターネットエコノミーの進展は、社会経済のあり方を根本的にかえつつある。
世界第２の経済大国である日本がデジタルコンテンツ流通においてこの進展の速度に遅れることの内容、
その他の項目についても、貴委員会の中間まとめに基づき、各国法制度との調和を図りながら迅速な法的
な手当てを進めることが必要と思料。

マイクロソフト
株式会社
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II-13 【要旨】
 本中間まとめは、昨年の法制問題小委員会｢平成19年度・中間まとめ｣(以下「平成19年度中間まとめ」とい
う)等の引用に終始し、同小委員会による独自の検討がほとんどなされていないおざなりのようなものと言わ
ざるを得ない。また、本中間まとめは、同小委員会がデジタルコンテンツ流通促進法制に関して実態調査を
依頼した結果、本年度第2回同小委員会(平成20年4月24日)に提出・報告された（株）三菱UFJリサーチ＆コ
ンサルティング株式会社「インターネットの普及に伴う著作物の創作・利用形態の変化について」（以下「本
報告書」という）等のうち、平成19年度中間まとめの内容に沿わない部分について、一切記載していない。そ
の結果、本中間まとめは、デジタルコンテンツ流通促進法制について多岐にわたる課題を、平成19年度中
間まとめにおいて特に検討すべき課題であるとして整理した権利者不明の場合の対応のみに矮小化し、デ
ジタルコンテンツ流通促進法制として、権利者不明の場合に関する制度さえ整備すれば、問題が解決する
かのように議論を歪曲しているように非常に危惧される。
　このような本中間まとめは、知的財産戦略本部「知的財産推進計画2007」及び「知的財産推進計画2008」
で求められている世界最先端のデジタルコンテンツ流通促進法制の整備の不明の場合の制度的措置のみ
に拘泥することなく、世界最先端のデジタルコンテンツ流通促進法制としてふさわしい、より十分な検討を
行った上でのあるべき制度の検討を早急に進めるよう切望する次第である。

 【本文】
 「知的財産推進計画2007」は、「デジタル化や国際化が進展し、本格的な知の大競争時代を迎えているが、
コンテンツ分野においては、依然世界のスピードある変化に対応できていない等の我が国の問題点を克服
し、今後、コンテンツ産業の国際競争力を強化するためには、「新しい保護ルールや流通環境を時代に先ん
じて整える」必要があるという問題意識から、世界「最先端のデジタルコンテンツの流通を促進する法制度を
2年以内に整備する」と宣言した(89頁)。同計画に引き続き、「知的財産推進計画2008」も、「最先端のデジタ
ルコンテンツの流通を促進する法制度を１年以内に整備する」と決した(11頁)。このように、デジタルコンテン
ツの流通促進は、我が国の喫緊の課題であり、政府の方針として、時代に先んじた最先端の法制度による
解決策を早急に、かつ真摯に検討する必要がある。

デジタル・コ
ンテンツ法有
識者フォーラ
ム

しかしながら、本中間まとめ第1節「デジタルコンテンツ流通促進法制について」の内容は、一見して分かる
ように、その大部分が既存の資料の引用ないし繰り返しに過ぎないと言わざるを得ない。
　すなわち、本中間まとめは、まず、デジタルコンテンツ流通促進法制に関するこれまでの検討の経緯とし
て、平成19年度中間まとめにおける整理を引用し(2-3頁)、最近の動向として、デジタル・ネット時代における
知財制度専門調査会「デジタル・ネット時代における知財制度の在り方について＜検討経過報告＞」及び
「知的財産推進計画2008」を引用し(3-4頁)、また、当フォーラムの『ネット法』構想を紹介している(4頁)。次
に、コンテンツの二次利用の円滑化に関する課題についてのこれまでの検討として、再度平成19年度中間
まとめを引用する(4-6頁)とともに、過去の著作物等の保護と利用に関する小委員会「過去の著作物等の利
用の円滑化方策について（中間総括）」（以下「中間総括」という）を引用している(6頁)。そして、最終的な結
論として、同小委員会「中間整理」（以下「中間整理」という）の検討結果をほぼそのまま引用している。
　このように、本中間まとめには、法制問題小委員会による独自の検討結果はほとんど記載されていない。
そのため法制問題小委員会が、自ら、デジタルコンテンツ流通促進法制について、様々な観点から客観的
かつ十分に検討したものか疑わしいと言わざるを得ない。
 そればかりか、本報告書や中間総括において明確に指摘されている事項のうち、上記平成19年度中間ま
とめの内容に沿わない部分は本中間まとめでは一切記載されていないという点が指摘されるべきである。
すなわち、本中間まとめは、まず、著作権契約に関しては、権利の集中管理や関係者間のルール形成が進
んでいる中では、権利者の所在不明等の場合の利用円滑化方策が特に検討されるべき課題であるとの平
成19年度中間まとめにおける整理を述べている(2頁)。そして、「2　コンテンツの二次的利用の円滑化に関
する課題」の項目において、権利者の所在不明等の場合以外について、例えば、著作権等管理団体に権
利を委託している場合には、「一定の使用料を支払うことにより、二次利用について、ほぼそのまま許諾が
得られる仕組みとなっている」(5頁)と平成19年度中間まとめを引用し、また、放送番組の二次利用に関する
問題の分析資料として「二次利用の許諾が得られないことは少なく」、「不当な理由による許諾の拒否」は実
例には見当たらなかったと中間総括を引用している(6頁)。
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このように、本中間まとめは、多数権利者が関わるコンテンツでも、権利者の所在不明等の場合以外では、
問題が殆ど存在しないという平成19年度中間まとめの内容そのままに沿って記述されている。
　しかしながら、まず本報告書は、例えば、音楽については、「レコードやCD から既存の楽曲をBGM等とし
て利用しようとしても、原盤権の問題が出てくるため、…原盤権者の許諾を得なければ利用できず、個別に
各社と協議するかたちとなり、現実的ではない」し、音楽以外のジャンルについては、「著作権等管理事業
者があまり機能していないため、個別の利害調整が必要になり、調整し得る幅も狭くなる」と指摘している
(15頁)。さらに、著作権等管理事業者が翻案権を預かっていないことから、例えば、若いアーティストが既存
曲のサンプリングを伴うヒップホップをネットで発表する際、「サンプリング元のアーティスト本人に許諾しても
らうことは困難 」であるとの指摘もなされている(18頁)。このように、本報告書では、権利不明以外の場合で
あっても、（著作権等管理事業法に基づく一任型による集中管理がなされているコンテンツも含めて）二次
利用について問題が存在することが明確に指摘されている。
　また、中間総括においては、権利の集中管理や関係者間のルール形成が「取り組まれている」ものの(14
頁)、かかる取組の「過去のコンテンツに対する効果は限定的である」と指摘されている(15頁)。このように、
権利の集中管理や関係者間のルール形成は過去のコンテンツの流通に関して十分なものではないことは
中間総括においても示されている。
　さらに、「二次利用の許諾が得られないことは少なく」、「不当な理由による許諾の拒否」は実例に見当たら
なかったという中間総括に関する上記引用については、そのような記載自体は中間総括において見受けら
れるものの、具体的な根拠は何ら示されておらず、かえって、「ワーキングチームにおいて調べた限りでは」
と過去著作物等小委員会による調査が限定的であったことが示唆されている（中間総括12頁）。そして、中
間整理に添付されている同小委員会実施の関係者ヒアリングの「ヒアリング者一覧」によれば、その対象者
これらの点からすれば、法制問題小委員会としては、デジタルコンテンツ流通促進法制を真に検討するので
あれば、平成19年度中間まとめの内容に拘泥するのではなく、権利者の所在不明等以外の場合に関して、
十分な資料・立法事実を再度様々な視点から客観的に立ち返った検証を、例えば、本報告書に記載されて
いる「著作物の流通を考えると、本来は許諾がなくても利用でき、必要な使用料を支払う報酬請求権の方が
向いている」(16頁)等の指摘も踏まえて行うべきである。しかしながら、本中間まとめはこれからの指摘を一
切捨象していることからしても、そのような検証をあえて行っていないものと言わざるを得ない。
　続いて、本中間まとめは、「3　インターネット等を活用した創作・利用に関する課題」の項目において、本報
告書を引用しながら、記述を行っている(7-10頁)が、本報告書では、例えば「特定の著作物について、製作
に参加を約束する場合、様々な著作者が製作者に帰属することとし、対価や保証についても規定すること
で、1箇所に権利を集中するという方法はあり得る」等、かかる課題に対する具体的な対応策を記載してい
る(37-39頁)。しかしながら、本中間まとめでは、「生じている現象と主な原因の分析」を述べた上で(7-９頁)、
「コンテンツ流通にかかるビジネスがあまり進展していない原因は必ずしも現行著作権法のみにあるわけで
はなく、しっかりとしたビジネスモデルがないこと等にもその原因がある」との本報告書の指摘に留意すべき
であるとのみ結論づけている(9-10頁)。
　法制問題小委員会としては、デジタルコンテンツ流通促進法制を真に検討するのであれば、生じている問
題の単なる原因の分析のみならず、実務上の困難をも十分に考慮した具体的な対応策を検討してしかるべ
きである。しかしながら、本中間まとめは、上記のように本報告書に示された具体的な対応策については一
切触れていないことからすると、そのような検討をあえて行っていないと言わざるを得ない。

そして、本中間まとめは、最後の「4　検討結果」の項目において、「『デジタルコンテンツ流通促進法制』とし
て問題意識を持たれている課題には複数の検討の観点が含まれており、それに関連する改正事項も非常
に多岐にわたっている。また、権利制限規定の切り口の見直しなど、今後新に検討すべき改正事項が生じ
る可能性のある問題もある」と課題が多岐にわたることを指摘している(10頁)。
　本中間まとめは、かかる指摘に続けて、「このように、この課題をより広く捉える観点から、『デジタルコンテ
ンツ流通促進法制』については、本節2(3)で触れた事項について、まず、速やかに実現に移されるべきであ
ると考える」と結論づけている(10頁)。しかしながら、課題が多岐にわたることと、「本節2(3)で触れた事項」、
すなわち権利者不明の場合の制度的措置についてのみまず速やかに実現に移すべきであることとが、論
理的につながらないことは明らかである。
　上記のように、本中間まとめが平成19年度中間まとめの内容に沿ってのみ記載がなされ、それに反するも
のは一切捨象されていること等からすると、法制問題小委員会は、デジタルコンテンツ流通促進法制に関す
る多岐にわたる課題を、特段の理由も無く、権利者不明の場合のみに矮小化し、デジタルコンテンツ流通促
進法制として、権利者不明の場合に関する制度さえ整備すれば、問題が解決するかのように議論を歪曲し
てしまっているのではないかと評価せざるを得ない。

　中間総括4頁において引用されている外国の法制度を見ても、権利者不明の場合の制度の整備は、当然
行われてしかるべきものであって、上記の「知的財産推進計画2007」及び「知的財産推進計画2008」で求め
られている世界最先端のデジタルコンテンツ流通促進法制の整備と評価できないものと言わざるを得ない。
このような結論は、法制問題小委員会の検討方針として不十分且つ不適切なものであると言わざるを得な
い。
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なお、本中間まとめは、当フォーラムの提唱している『ネット法』構想について、近時の動向として紹介し、
「他の創作者の権利行使は制限される」としている(4頁)。
　しかし、『ネット法』構想は、そもそも創作者の実質的な権利の保護を図るためのものであるにもかかわら
ず、その権利を制限することを目的とする制度であるかのような記載がなされている。また、ネット権者又は
許諾を得た者の利用等が権利者の名誉・評価等を害する場合等には、その権利者は異議を述べられるも
のとすることを想定しているのであって、権利行使の制限される範囲は限定的であるにもかかわらず、上記
のように、創作者の権利がなんら限定無く奪われるかのような誤った紹介が行われている。強く抗議の上、
修正を求めるものである。
　この箇所。の記載は、『ネット法』構想に関する不十分かつ不正確な理解に基づくものであるというべきで
あるが、当フォーラムに対して、これまでに法制問題小委員会からヒアリングやその要請等がなされたこと
は一切ない法制問題小委員会がデジタルコンテンツの流通促進法制について真に検討するのであれば、
例えば当フォーラムに説明を求める等することが望ましいはずであるが、当フォーラムがヒアリングを受ける
機会等がなかったことから、このような誤った認識に基づいた検討が行われてしまったのではないかと危惧
するものである。

　当フォーラムとしては、法制問題小委員会が、権利者不明の場合の法制度的措置のみに拘泥することな
く、「最先端のデジタルコンテンツの流通を促進する法制度等」としてふさわしい、踏み込んだ制度の検討を
早急に進めるように切望する次第である。



意  見 個人/団体名
III-1 第１　意見の趣旨

　プログラムの著作物のうち特にゲームソフトに関して、利用者による私的複製及び権利者によ
る自主的取組みの実態等についてさらなる調査を行うべきである。また、仮に私的複製の範囲
の見直しが検討される場合には、利用者保護の観点から、①複製の時点において違法複製又
は違法配信の事実について悪意である利用者の行為に限って私的複製の範囲外とすること、
②特に未成年者である利用者に対する適切な保護と指導を行うこと、などについて配慮される
べきである。なお、本件は多数の利用者に影響を与える事項であるため、包括的かつ慎重な検
討を期待する。

第２　意見の理由

　これまで私的複製の範囲の見直しについては私的録音録画小委員会における結論を踏まえ
ることとされているところ、本中間まとめの第２節「私的使用目的の複製の見直し」（１１頁～２０
頁）においては、プログラムの著作物等に関しても録音・録画と同様の検討が必要であるかに
ついて検討を行い、結論として、「プログラムの著作物等の他の著作物の取扱いについては、こ
にような周辺状況(1)も勘案しながら、また利用者に混乱を生じさせないとの観点にも配慮して、
場合によっては、検討の熟度に応じて段階的に最終的な取扱いを判断していくことも視野に入
れつつ検討を行っていくことが適当」であるとしている（１７頁）。

日本弁護士
連合会

　Winny等のファイル共有ソフトによって利用者間で交換されているファイルの多くが映像・音楽
コンテンツであるにもかかわらず(2)、録音録画に関する私的複製の範囲の見直しについてさえ
私的録音録画小委員会において結論が得られていない現状に照らすと、プログラムの著作物
等、映像・音楽以外のコンテンツについて私的複製の範囲の見直しを行うことは時期尚早と言
わざるを得ず、その意味で本中間まとめの前記結論は是認しうるものである。
　しかし、「知的財産推進計画２００８」において、「コンテンツの利用を円滑化するため、次の事
項について２００８年度中に法的措置を講ずる。……ｂ）違法複製されたコンテンツからの私的
複製の許容範囲の見直し」（第４章３，② i)」と明記されていることから、少なくともその方向性に
ついて本年度中に一定の結論を得るべく、録音・録画を含めてさらに検討を加速することが必
要であろう。
　本中間まとめの関係では、特にゲームソフトに関しては経済的な被害が大きいとの指摘がな
されており（本中間まとめ１５頁にて引用されているACCS提出資料）、また、ゲームソフトはアニ
メ・漫画と並んで我が国が強い競争力を有する数少ないコンテンツ分野であるため、コンテンツ
産業振興の観点からも迅速な対応が求められている。

　ただ、本中間まとめが言及している実態調査の内容を見ると、Winnyによって交換されている
ファイル中、プログラム関連ファイルは約３％に過ぎないとするものがある一方で、２４時間で
NintendoDS用ゲームROMプログラムが２７万ファイル以上も流通しているとするものもあり、利
用者によるファイル流通の実態把握が不十分であるという印象を受ける。
　したがって、さらなる検討の前提として、プログラムの著作物のうち特にゲームソフトに関し
て、私的複製の実態についてさらに包括的な調査を行い、権利者の経済的損失及び利用者に
よる利用実態の把握を進めるべきである。
　また、私的複製の範囲を制約する前提としては、利用者が手軽に安心して正規のコンテンツ
にアクセスできる環境が整備されていることが必要と考えられるが、音楽等に比べて、ゲームソ
フト等については適法な配信事業者が多数存在するという実態があるのかどうか必ずしも明確
でなく、適法な配信事業の確立という点において、権利者をはじめとする業界全体の自主的取
組みがさらに促進される必要があろう。
   さらに、仮にゲームソフト等に関して録音・録画について議論されているのと同様の私的複製
の範囲の見直しがなされる場合でも、利用者保護の観点から、以下の点に配慮がなされるべき
である。

「法制問題小委員会平成20年度・中間まとめ」に対する意見

III 第2節　私的使用目的の複製の見直しについて
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　まず、善意の利用者に対する保護が必要である。この点については、私的録音録画小委員会
における論点整理においても、「法律においても、例えば違法複製物等からの録音録画である
ことを知って行う場合に限定することにしている」と記述されており、プログラムの著作物につい
ても、複製の時点において違法複製又は違法配信の事実について悪意である利用者の行為に
限って私的複製の範囲外とすることが必要である。
　次に、特にゲームソフトについては、その利用者の相当数が未成年者であると考えられること
に対する配慮が求められよう。一般論として、未成年者が著作権法の詳細を知っているとは考
えにくく、違法と適法の境界線の変更に対して直ちに適応することを期待するのは無理がある。
したがって、仮に私的複製の範囲の見直しがなされる際には、著作権法についての啓蒙活動
のほか、警告に先立って適法なサイトに誘導するなど謙抑的な権利行使の工夫、さらに法的な
権利行使の際にもその表現・方法等について教育的配慮を加味するなど(3)、未成年者である
利用者に対する適切な保護と指導の観点が必要であろう。

【脚註】
(1) 私的録音録画小委員会における検討は、私的録音録画補償金制度の見直しを主たる検討
事項としている中で行われてきた経緯があり、私的複製の範囲の見直し以外の検討事項も含
めた同小委員会全体の取りまとめが行われていこと等。
(2) 本中間まとめ１４頁に引用されている調査によると、Winnyを通じて流通しているファイルの
19％が映像関連ファイル、13％が音楽関連ファイルであるとされている。
(3) 単に権利行使を告知するだけの内容とせず、著作権法の内容や、侵害行為によって権利者
が被る損害、さらに権利行使を受けることにより利用者に生ずる負担・責任等について分かり
やすく解説することなどが考えられる。

III-2 ACCJが理解するところによれば、貴小委員会では、以下の行為を著作権法30条の下での著作
権侵害に対する私的使用除外の適用範囲から除くことについて、検討を行うことが提案されて
います。

(1)違法複製物からの私的録音録画
(2)違法配信事業から入手した複製物からの私的録音録画

ACCJは30条の適用範囲を、適法的に入手された著作物の真の私的使用に限定し、悪徳ウェ
ブサイトや悪用について無知である消費者にとっての法の抜け穴となる例外を許さないとする
ことに賛成致します。更にACCJは、過度に広範な解釈を避けるため、「私的使用」除外の適用
範囲が十分に明確にされるよう求めます。

また、ACCJは、貴小委員会では、コンピュータソフトウェアのような他の種の著作物の私的使
用及び複製についての更なる検討を行うことが提案されていると理解しております。ACCJは貴
小委員会の結論、すなわち、著作物に対するより強度な保護が求められるか否かについての
更なる検討が必要であるという結論を支持します。これらの議論について予見し、ACCJは、貴
小委員会が多種の著作物（例えば、音楽、動画、テレビゲーム、ソフトウェア）の間に差異を設
けないこと、また、全ての著作物が私的使用除外の下で平等に扱われることを求めます。音声
及び動画の違法な複製や配布に大きな関心が寄せられる傾向があるのは事実ですが、他方で
コンピュータプログラムやその他の著作物も私的使用除外により悪影響を受けているのも事実
です。

在日米国
商工会議所
知的財産委
員会

III-3 　視覚障害者からの見解では、現在や今後流通する出版物や映像物に、はじめから点字や字
幕、音声解説や副音声が付いていれば、この問題に対して要望することはないと思われる。
　現在一般に流通されている出版物や映像物には、障害者に配慮された情報提供がなされて
いない為、複製の必要性は非常に高い。
　利用者保護の取り組みとして、視覚障害者への配慮（音声解説、副音声）を重要視していただ
きたい。

社会福祉法
人
日本盲人連
合会
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III-4 １　本委員会ではACCS等の調査を用いているが、この調査は、ファイルの内容を確認したもの
ではなく、ファイル名から内容を判断するという愚を犯している。しかしながら、いわゆるファイル
共有においては、ファイル名とファイルの内容が異なることが多く、これらの調査はファイル共有
における流通の実態を正しく把握したものとは言い難い。このような不十分な調査をもとに判断
することは早計と言わざるを得ない。
２　指摘複製の見直しについて
私的複製は、現在の著作権法上、権利者からの不当な訴訟提起から利用者を保護するセーフ
ハーバーとして非常に重要であり、安易にその範囲を減縮することは許されない。現在、ダウン
ロードの違法化が検討されているようであるが、以下の理由で、このような立法は許されるべき
はない。現在、ＭＹＵＴＡ事件など、ストレージサービスとして当然許されるとされてきたサービス
について違法視する判決があり、この判決を前提にすれば、単なるストレージサービスの利用
者までが違法視されることになり、影響範囲が広すぎる。また、ダウンロードの違法化について
は、ファイル共有で流通しているファイルについて売り上げを減少することはなく、音楽等につ
いては増加傾向すらあるとの研究成果が経済学の分野から起こっているように、複製可能を直
ちに権利者の損害と考えるべきではない。

現在、ストリーミングについては違法化の対象外とすると聞いているが、法的にダウンロードか
ストリーミングかについて明確な定義はなく、ダウンロードのみを対象とする合理的な理由もな
い。不明確な根拠による規制は許されない。また、ダウンロードの違法化は、ネットワークを監
視することにつながり、通信の秘密を形骸化することになる。特に刑事処罰が規定されれば著
しい。また、強大な企業が、利用者に対して訴訟提起を起こすことを可能にし、弱小な利用者に
多額の訴訟コストを負担させることが予想される。また、ダウンロードの違法化を求めているの
は、ほぼ一権利者団体でだけあり、流通全体から見てもごく一部である。一部の著作権者のた
めに数億人の利用者に与える不利益は著しい。

そもそも、本件の問題は、国際的な取り組みにより、中国をはじめとする違法な著作物の公開
サイトや安易に解析可能なセキュリティ技術しかないソフトウェアベンダーに対する取り組みに
よっておこなわれるべきことであり、利用者にその責任を転化するべきではない。

MPO法人ソ
フトウェア技
術者連盟

III-5 　
音楽の著作物のデジタル配信や利用が進む中で、権利者の権利を保護する観点から「して使
用目的の複製の見直し」が検討されています。学術著作物においても研究成果としての学術論
文が電子ジャーナルとして提供されており、教育や研究に携わる利用者は年間契約を行ってい
ない学術雑誌に掲載されている論文を有料でダウンロード利用しています。ダウンロードされた
論文は、必要に応じて私的な範囲で複製利用されるのが一般的です。「私的使用目的の複製
の見直し」の議論が、こういった一般的な学術著作物の利用形態の妨げにならないよう十分に
注意して検討を進めていただけるようお願いいたします。以上

社団法人情
報科学技術
協会
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III-6
【意見の要旨】
１．スリーステップテストの明文化
　「著作物の通常の利用を妨げず、かつ、著作権者の正当な利益を不当に害しないこと」の条
件（スリーステップテスト）を充足する場合に限り、複製が制限される旨を著作権法30条１項柱
書に明記することを要望いたします。

２．複製抑止目的の暗号化技術の著作権法上の位置づけの再検討
　暗号化技術は、視聴制限手段としても、上映制限手段としても、複製制限手段としても用いる
ことができますので、複製制限手段として用いられている暗号化技術の著作権法上の位置づ
けをご再考くださいますよう要望いたします。

【理由】
１．スリーステップテストの明記について
　デジタル複製技術の進歩とインターネットの普及により、誰もが簡単に、デジタルコピーを大量
に作成し配布することが可能になりました。このような現状を十分に考慮したうえで、私的複製
の在り方全般の見直しを行うことを要望いたします。
　現行著作権法の制定過程をみると、昭和41年の文化局試案では「ただし、著作権者の経済的
利益を不当に害する場合には、この限りではない。」との但書がありましたが、なぜかその後の
制定過程でこの但書がなくなっています。しかし、スリーステップテストの条件を満たすことは条
約上の要請ですので、著作権法30条もこの条件を満たす必要があります。
　ところが、「本中間まとめ」９頁で指摘しているように、現在では「私的領域であっても大規模な
著作物利用が行われることもある」状況が生じています。それゆえ、私的使用目的のみで権利
制限するのでは、スリーステップテストの基準を充足しないおそれがありますので、その明文化
は昭和41年当時以上に必要になっています。
　また、罪刑法定主義との関係でこのような改正に消極的な見解も予想されますが、著作権法
119条１項括弧書により、罪刑法定主義との抵触は生じ得ないと思われます。
　したがいまして、著作権法30条１項にスリーステップテストの条件を明記することを要望いたし
ます。

社団法人日
本映像ソフト
協会

２．複製抑止目的の暗号化技術の著作権法上の位置づけの再検討
　技術は、様々な目的で活用できるもので、ある技術がどのような手段なのかは、その技術を
利用する目的によって決まってくるものです。暗号化技術は、視聴制限手段としても、上映制限
手段としても、複製制限手段としても用いることができます。
　DVDビデオやBlu-rayに用いられている暗号化技術は、完全な形で複製することを制限する手
段であり、その意味で複製制限手段です。
　したがいまして、複製制限手段として用いられている暗号化技術の著作権法上の位置づけを
ご再考くださいますよう要望いたします。

III-7
１７ページに「私的録音録画小委員会の検討の成果を踏まえることを基本」としていますが、同
委員会での検討の成果のうち、違法複製物又は違法配信からの録音録画の取扱いを著作権
法第３０条の適用対象外とすること（１２ページ）については、違法な録音源・録画源から録音・
録画した複製物が適法となるとは考えられないことから、そのことが法律上明らかになることに
ついては賛成します。

社団法人日
本音楽著作
権協会
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III-8
私的使用目的の複製に関して、録音・録画以外の著作物の私的複製についても、検討を行っ
ていくことが適当との結論については、賛成です。

当協会としては、中間まとめ中に記載されているＡＣＣＳの報告どおり、ゲームソフトに関する被
害は甚大であり、また、違法に送信可能化した者への対応も適宜行っているものの、被害が減
る兆しはなく、その対応は限界に達しようとしています。

現状、家庭用ゲーム機用ゲームソフトに関して言えば、対象ゲーム機を通じてアクセスできる
ウェブサイトからしかダウンロードできないため、適法・違法配信の峻別は容易であり、利用者
は十分に保護されるものと考えています。

ゲームソフトに関しては、従来のいわゆるゲームだけでなく、実用的な知識を得たりしつつ楽し
めるといった総合的なエンターテインメントとして、内容が多様化しており、その中には、録画物
に含まれると解釈できる著作物もありますが、録画物に含まれないゲームソフト等も増えてきて
おります。

これらのことを斟酌していただき、指摘使用目的での複製の範囲の見直しに関しては、プログラ
ムの著作物を含めていただきたく存じます。

社団法人コ
ンピュータエ
ンターテイン
メント協会

III-9
私的使用目的の複製について、補償金のある録音・録画の分野と、それ以外の分野を分けて
議論されているが、コンピュータプログラムを分けて議論するべきではない。
　もとより、コンピュータプログラムも、近時は通常の場合デジタル方式で記録されているため、
オリジナルと全く同じものを複製することが技術的に可能かつ容易である。
　社団法人コンピュータソフトウェア著作権協会、社団法人日本レコード協会及び日本国際映画
著作権協会の行った調査にもあるとおり、違法複製物や違法配信からの複製については、ビジ
ネスソフト等のコンピュータプログラムも対象となっており、権利者の被害実態があることは否
定しえない。
　さらには、パソコンが一家に一台という時代から、一人に一台、あるいは複数台という時代に
なり、私的使用の範囲が明確にされるべきであるとの要請は一層強まっている。
　コンピュータプログラムの開発を行う権利者の権利が適正に保護されるよう、私的使用目的
の複製の範囲見直しにあたっては、ビジネスソフト等も含め、早急に検討を進めるべきである。

社団法人コ
ンピュータソ
フトウェア協
会
法務・知財
委員会

III-10
主にP12「著作権法第30条の適用範囲の見直しに関する論点の整理について」およびP17「３
検討結果」

違法といえる著作物の利用形態の判断基準を明示することは非常に重要であると考えます。

国際企業法
務協会

III-11
私的複製の問題を録音・録画に限定することなく、プログラムの著作物の私的複製を著作権法
30条の適用から外すとする検討の方向性については、懸念を感じる。
　まず、著作権法30条は個人または家庭内といった広く一般的な状況において適用される規定
であり、プログラムの著作物（著作権法10条1項9号）という特定の著作物のみを格別に扱うこと
は、同規定の趣旨にそぐわないと思われる。加えて、何がプログラムの著作物にあたるのかは
明確とは言いがたく、インターネットのサービスの利用者全般など、広範囲に混乱を招くおそれ
があるといえる。さらに、ゲームソフト等の違法複製による被害の拡大傾向は読み取れるもの
の、末端の利用者の個々の複製行為を著作権法30条の対象から外したところで、問題の本質
的な解決になるとは思えず、その実効性に疑義がある。

ヤフー株式
会社
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なお、昨年の私的録音録画小委員会中間整理に対して弊社が提出した意見でも言及の通り、
著作権法30条の適用範囲の見直しにあたっては、立法趣旨にたちかえり、また憲法の保障す
る表現の自由との調整が不可欠であるという観点から、慎重に検討を行っていただきたいと考
える。

III-12  私的使用目的の複製の見直しにあたっては、現在私的録音録画小委員会で　検討されている
「録音・録画物」に加え、プログラムの著作物もその範囲に加えていただくことを強く希望いたし
ます。
　確かにプログラムの著作物のうち、ゲームソフトは「録画物」に含まれる著作物も多くあると考
えておりますが、ゲームソフトの種類がエンターテイメント性の高いものから実用性を重視した
ものまで多様化したことによって「録画物」に含まれないものも少なからずあり、そもそもいわゆ
るビジネスソフトは含まれておりません。
　中間整理13頁2.以降に記載の通り、ゲームソフトを含むプログラムの著作物の被害は甚大で
あり、現行法下でも違法にアップロードされた著作物への対策について、権利者は心血を注い
で取り組んでいます。

社団法人コ
ンピュータソ
フトウェア著
作権協会

　中間整理16頁2.(3)①においては、「プログラムの著作物等においては、海外での実態につい
て報告はあるものの、国内で同様の形態での流通実態があるかどうかについては、現時点で
は必ずしも詳細が明確になっていない」旨指摘されています。確かに、ユーザーが違法アップ
ロードを行う形態の国内サイトでの違法流通実態は報告しておりませんが、当協会では、著作
権法に公衆送信権が創設され施行された1998年より、当該形態でのプログラムの著作物の違
法アップロードに関する対策を実施しており、2002年までに、3226件の削除要請を、また、1999
年5月を皮切りに、11件の啓示的初の支援を、積極的に行ってきました。これらの活動を早期か
つ集中的に実施してきたことによって、国内サイトでプログラムの著作物の違法アップロードを
行うことは、行為者から「警戒」されるようになった経緯があり、その結果として同種の行為は、
行為者が国内に居住する場合でも、多くは海外サイトで行われるに至ったものと思料しておりま
す。さらに、ファイル共有ソフトでは、当協会等の著作権関連団体が毎年調査しているアンケー
ト調査の2007年の結果によると、9．6％がファイル共有ソフトを利用しており、そのうち27％が
「Winny」を主なソフトとして利用しているとの回答を得ています。ファイル共有ソフト「Winny」にお
ける違法流通実態は、中間整理15頁2.(2)に記載されているとおり、プログラムの著作物も含ま
れており、当協会の他の調査によると、ファイル共有ソフト「Winny」の利用者は、日本国内に在
住する日本人がほとんどであることが判明しています。このことからも国内で違法な流通実態
が相当程度大規模に存することは明らかです。
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　また、中間整理16頁2.(3)②においては、プログラムの著作物については、適法・違法配信の
別が判別可能となるような「利用者保護の取組みが十分に進められているとの状況は確認され
ていない」旨指摘していますが、当協会では、①プログラムの著作物の場合、かねてより、著作
権者の意思により、無料等で頒布されるプログラムにつていては「フリーウェア」等と呼称され、
他の有償で頒布されるプログラムの著作物とは流通形態・過程等が明確に峻別されていること
が一般的であること、②ゲームソフト、ビジネスソフトに関わらず、一方で正規ビジネスとして
パッケージの形態等で流通・販売されているプログラムの著作物が、他方で入手費用が無料
（または正規プログラムよりも安価）でダウンロードできる状況にある場合、そのプログラムが違
法員アップロードされたことによってこのような状況が発生していること（少なくとも何らかの「不
正」な状況下にあること）は、社会通念上、大多数の利用者に容易に推認できること、③現時点
において、「Winny」等のファイル共有ソフトのネットワークが正規の著作物の配信に利用されて
いる割合は無視できるほど低く、かつ、市販されているプログラム等が同ネットワークを介して
ダウンロードできる場合については、前記②と同様の観点から、少なくとも「不正」な状況である
と言うことが大多数の利用者には容易に推認できること、④ビジネスソフト等のプログラムの著
作物の違法配信者からは、ソフトウェアをインストール（複製）する際に必要となるユーザー固
有の番号（シリアル番号、インストールキー等）が発行されないことなどの理由から、ユーザー
による適法・違法配信の識別は、極めて容易であろうと考えます。
　さらに、ビジネスソフトの場合は、海賊版購入後にコンピュータインストール（複製）して使用す
る必要があることが一般的なことから、海賊版の販売行為者を刑事事件等で摘発後、海賊版
購入者に対して、インストール（複製）されたプログラムの削除要請等を実施できるため、本改
正による実効性も確保できると思料しております。
　これらのことを勘案し、私的目的での複製の範囲の見直しに関しては、プログラムの著作物も
その対象に含めていただくことを、重ねて要望いたします。

III-13 私的複製の問題は、録音・録画に限定される問題ではなく、生じている被害の現状に鑑みれ
ば、プログラムの著作物についても著作権法第30条の適用除外の議論の対象に含めることに
つき、大きく異論はない。
しかしながら、同30条の制度設計にあたっては、昨年の私的録音録画小委員会中間整理（特に
違法複製物や違法サイトからの私的録音録画を第30条の適用除外とするとの方向性）におい
て当協会が言及したように、利用者の立場にも十分な配慮がなされることを望む。仮に、一定
範囲の私的複製を同30条の適用除外とすべきとの結論にいたった場合であっても、利用者に
与える影響の大きさを考慮し、著作権者等の権利行使が利用者への不意打ちとならないよう、
具体的要件の明確化が必要であると考える。また、同様の趣旨から、同30条の適用除外のさら
なる拡大についても、その検討には慎重を期すべきである。

日本知的財
産協会
デジタルコン
テンツ委員
会

III-14 (A) 録音・録画物
中間まとめによれば、私的録音録画小委員会は違法コンテンツの複製（例えば、違法ダウン
ロード）も、適法複製（例えば、適法ダウンロード）も、いずれも第30条の適用対象から除外すべ
きと判断したとのことです。このアプローチをとると、違法ダウンロードは私的複製の例外に含ま
れないこととなり、適法ダウンロードは補償金の対象とならないことになります。BSAはこの結論
に賛成です。違法ダウンロードを私的複製という権利制限の範囲に含めることはこれまで例を
みないことであり、有害なメッセージを市場に発信することになり、合法なダウンロードサービス
の価値を低下させることになります。同様に、正当なダウンロードに課金することは、この行為
の価値を低下させることになり、違法ダウンロードサイトに比べ、適法なオンライン配信をさらに
競争上不利な立場に追いやることになります。

ビジネスソフ
トウェアアラ
イアンス
（BSA)
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(B) ソフトウェア
中間まとめによると、ソフトウェアについても第30条の範囲から除外すべきとの提案があった
が、この除外に反対する者もいたとのことです。
BSAは、ソフトウェアを第30条の適用範囲から除外することに賛成します。まず、ほぼ全てのソ
フトウェアの適法コピーにおいて、使用許諾契約書により当該利用者がソフトウェアを複製でき
る条件や程度を詳細に定めており、この遵守を条件として流通しています。この意味で、著作権
の権利制限は無用であるうえ、使用許諾契約の条件と矛盾する場合には紛らわしく、また弊害
を生ずる可能性もあります。次に、不正ダウンロード等の違法コピーについては、録音録画物
の違法複製を第30条の適用除外にすべきと私的録音録画小委員会が判断したのと全く同様の
ことが、コンピュータ・プログラムについても当てはまります。
第30条の除外に反対する意見は、ソフトウェア業界が利用者のソフトウェアの違法ダウンロード
を止めさせるための努力不足を理由に挙げていますが、これは説得力を欠くものです。まず、ソ
フトウェア業界は、利用者の意識を高めるキャンペーンを通じ、また世界各国でインターネット・
サービス・プロバイダーに対して侵害に関する多数の通知を配布することによって、利用者を教
育する著しい努力をしてきました。次に、ソフトウェアの違法コピーをダウンロードする利用者
が、間違いや無知が理由でダウンロードしているという証拠はまったくありません。そのような行
為を、私的複製として適法であるとすることは市場に対し、不正ダウンロードをしても何ら問題な
いという強いメッセージを示すことになってしまいます。それはソフトウェア業界にとって深刻な
悪影響を及ぼします。

III-15 Ｐ１７の「３　検討結果」の方針に基本的に賛成する。なお、録音・録画以外の他の著作物、特に
ゲームプログラムに代表されるプログラムの著作物については確かに権利者の不利益が存在
すると感じるが、そうだとしても直ちに30条の適用除外にすべきではなく、権利者と利用者とに
関する詳細な実態調査や30条適用除外にした場合に想定される問題につき、さらなる検討を
進めるべきと考える。また、中期的には、録音・録画に限らず、プログラムの著作物等をも含
む、著作物等一般について、違法複製物等からの私的複製を30条の適用除外とすることにつ
き、一定の利用者保護を図りつつ検討することも必要と考える。

（参考意見）
　なお、本節の各論に関して当会内で示された個別の意見を参考までに記しておく。但し、各種
の意見を併記しているため、意見相互の整合性、表現の統一性を欠く部分があることをご容赦
いただきたい。
《積極意見》
・違法複製物等の流通について、「日本からもアクセス可能な状態におかれている」ことは、
サーバが海外のみに置かれていても、日本国内において権利者の利益を害するダウンロード
利用が可能であることを意味する。国内での流通実態の詳細が明確であるか否かは、国内法
の問題としては必要なことであろうが、国内において権利者の利益を害する可能性がある以
上、現時点で何らかの方策を検討すべきではないのか。
・ACCS調査報告にあるとおり、NDSソフトの全種類がダウンロード可能な状況にあるという現状
がある。これまで、P2Pに関しては詳細な調査ができないとされてきたが、P2Pの交換ファイル
測定プログラムの開発によって、明らかにされているようにその被害総額は億単位に換算でき
る。2006年には6000億円を超えた国内ゲーム市場において、このような被害は甚大であり、ま
た、二桁成長を続ける世界のゲーム市場（2007年には4兆7000億円）において、わが国のコン
テンツが勝ち残っていくためには、効果的な法改正が急務であることは明確である。

日本弁理士
会
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また、P2Pに関するACCSが行ったアンケート調査によると、実に90％以上が違法なソフトである
と認識しているとの結果がある。実際、違法コンテンツをダウンロード可能にしているサイトを取
り締っている現場からしてみれば、削除がされた後も同一人物による再アップロードが絶えず、
権利者が負う負担は日々増大するばかりである。このような状況下では、教育・宣伝活動によ
る利用者への注意喚起ではもはや事態の収拾は図れない。P2Pはソフトそのものの特異性か
ら発信者を特定し、取り締まることは困難である。よって、ダウンロードの段階での取り締まりが
最終的に権利者に残された救済手段である。ダウンロードについて30条の適用外とするととも
に、刑事罰の適用を含めた効果的な対策をすべきである。
《慎重意見》
・著作物の創作サイクルを考えると、以下のように権利制限の限定（権利強化）をすることが必
ずしも、新しい創作を生まないと考えられる。慎重に考えるべき。
・新ビジネス創成の障害となる。著作権法上の違法性の有無が不明瞭な新規ビジネスは、従
来、気概のある業者が自らリスクを採って行っており、万一違法性が認められた場合であって
も、そのユーザーまでもが違法行為の主体とされることは無かった。しかし、本件改正が行われ
た場合、そうした新規ビジネスの適法性の判断をユーザー自身にも求めることになり、ユー
ザーまでもが相応のリスクを負うことになる。したがって、ユーザーに対してこうしたサービスの
導入に関する萎縮効果が生じ、新ビジネスの需要者が減少することから、新ビジネス創成の障
害となる。（例えば、「まねきＴＶ」と「ロクラクⅡ」はユーザーから見れば同様のサービスである
が、裁判を通じて一方の違法性が認定判断されている。新サービスの導入に当たり、こうした
微妙な判断を司法ではなくユーザーに求めるのは極めて酷である。）
・競争上の問題が生ずる可能性があり、文化発展の阻害要因となる。改正された場合の利用
者の保護措置として、適法なサイトの認定や表示等が提案されている。しかし、厳格な適法性
を求めると、一般ユーザーはこうしたサイトを利用せざるを得なくなり、サイトの運営者側も登録
や認証等により閉鎖的なネット環境を構築せざるを得なくなる。その結果、回線を管理する事業
者の管理・支配性がしだいに強くなり、当該事業者による恣意的な運用の可能性が高まり、ネッ
トを介した自由な情報伝達の可能性が損なわれる。また、こうして、ネットの利点である開放性
が失われるため、事実上多様な創作物の創作と流通が阻害され、文化の発展の障害となる。

そこで、以下を提案する。
①. 検討の継続
検討の際、権利者側のみならず利用者側の見解も十分に聴取すべきである。著作権法の目的
とする文化の発展のためには、多様な創作物が創造され得る環境整備が重要であり、権利者
又は利用者の一方の権利が過大となると、そうした環境作りの弊害となる。また近年、プロのみ
ならずアマチュアによる創作活動も活発に行われており、生産者（producer）でもあり消費者
（customer）でもある、いわゆるプロシューマー（生産消費者）が増大しつつある。そのため、権
利者と利用者という分別が必ずしも妥当しない事も考慮に入れた政策を検討すべきである。
②. 複製の可否等についての、自由利用マーク等の導入促進
著作者の意思を柔軟に反映させる制度の採用等を併せて検討すべきである。
③. 広報活動の一層の促進
他人の創作物の尊重、違法複製物の氾濫による文化の発展の阻害・衰退等及び管理強化に
よる創作活動への弊害等を公平に周知し、その上で国民の選択を問うべきである。
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III 第2節　私的使用目的の複製の見直しについて

III-16
昨年公表された私的録音録画小委員会「中間整理」において、違法複製物、違法サイトからの
私的録音録画について、著作権法第30条の適用除外とする方向性が示された点は評価すると
ころであるが、業務用アプリケーションソフトウェアや一部のゲームソフトをはじめとするプログラ
ムの著作物についても、ネットワーク上における違法コンテンツの流通により正規市場の成長
が阻害され、甚大な経済的被害により、ビジネスの発展に問題が生じている状況にある。
今回の「中間まとめ」では、著作権法第30条にかかるプログラムの著作物の取り扱いについ
て、引き続き検討することとされているが、今後の検討にあたっては、プログラムの著作物をめ
ぐるビジネス環境の実態を踏まえ、違法複製物であるかどうか利用者が認識できる仕組みの整
備や、社会的啓発・教育などの利用者保護の取り組みを官民が連携して進め、その上でプログ
ラムの著作物を私的複製の許容範囲から除外することについて検討し、権利者の権利が適切
に保護されるよう早急に検討を進めるべきである。

（社）日本経
済団体連合
会
知的財産委
員会　企画
部会

III-17 ・私的使用目的の複製の見直しについては、非常に長時間にわたり検討を重ねて頂い
ておりますが、その全ては放送を受信した後の状況に関する問題が対象となっているものと認
識しております。
しかしながら、ケーブルテレビの技術的保護手段を回避して有料放送を“ただ見”する行為につ
いては、何ら触れられておりません。アクセスコントロールについては私的私用の範囲を超えた
問題であるとして先送りされ、今回の中間まとめには何ら記述もありませんが、ケーブルテレビ
業界や委託放送事業者の被害は年間70億円にも達しておりとの予測がある状況です。
　本件について「放送をただ見する」という概念ではなく、「伝送サービスのフリーライド」として同
委員会で取り扱っていただきたい。

社団法人
日本ケーブ
ルテレビ連
盟
著作権特別
委員会

III-18 貴委員会による「現時点で、プログラムの著作物については、権利者の不利益の存在があると
推察されるものの、著作物の通常の流通を妨げる利用実態というべき実態かどうか、今後、評
価を要するものと考えられる（16ページ）」との結論は、事態の重篤性・緊急性を十分に評価し
て頂いていないものと考える。
プログラムの著作物についての違法複製物による被害は、使用の状況によっては侵害された
プログラムそのものを利用者にとって十分な機能を保持したまま何年も使用を継続し続けること
ができるものであり、著作物そのものの単価を踏まえた経済価値を考慮するとその累積的損失
は膨大なものとなるため、今日現在の流通量の比率をもって侵害被害の程度を量ることは必ず
しも適切とは言えないと思料。
また、「プログラムの著作物については、現時点では、そのような利用者保護の取り組みが十
分に進められているとの状況は確認されていない（１６ページ）」は、ネットワークを通じた真贋
性の判定技術等の導入等による利用者保護への取り組みなど業界の自助努力を十分評価し
ていないものと思われる。
違法複製物がネットワークを通じて流通している事実は録音・録画著作物と同様であり、業界と
して対策への強い要望が提起されている以上、プログラム著作物においても録音・録画著作物
同様、違法複製物のダウンロードに対する早急な法的手当てが求められると思料。

マイクロソフ
ト株式会社



 意　　見 個人/団体名

IV-1 ACCJが理解するところによれば、貴小委員会では、コンピュータプログラムのリバース・エンジニ
アリングについての提案がなされています。すなわち、相互運用性を確保する目的及びソフトウェ
アにおける生涯や脆弱性の発見の目的で行われるリバース・エンジニアリングを一定の条件の下
に許容する権利を制限することを意味します。ACCJは通常、著作権法の例外の法制化に対して
保守的な対応を選択しますが、これら二点の修正については、双方とも合理的であり、かつ米国
及びEUの法実務と一致したものとして支持致します。教育・研究目的等、その他の提案された例
外が更なる検討及び議論を必要とすることにおいても、ACCJは貴小委員会の見解に賛成致しま
す。

更に、中間まとめの27頁において、貴小委員会は次のように述べています。すなわち、ライセンス
契約が「調査及び解析」（例えば、リバース・エンジニアリング）を禁止する条項を含む場合があ
り、諸外国においては、著作権の[法的]制限と相反するこれらの条項は無効であり（または無効と
みなされ）、また、著作権の[法的]制限の設けられた意図やこれらの条項がその制限を実質的に
排除するという事実を考慮すれば、日本においてもリバース・エンジニアリングを禁止する条項は
無効とみなされるべきである旨、述べられています。ソフトウェアにリバース・エンジニアリングを行
うライセンス被許諾者の権利の制限を意図する契約条項を禁止する（または法的強制力がないも
のと見なす）国もあることが事実である一方、これは米国には当てはまりません。判例法の浸透は
州や連邦ごとに異なりますが、リバース・エンジニアリングを禁止する契約上の制限の全てが、そ
れ自体、法的強制力を持たないといえるものではありません。例えば、米国連邦巡回控訴裁判所
は、2003年に争われたBowers対Baystate Tech. Inc.の事件において、商業的に配布されたソフト
ウェアにリバース・エンジニアリングを行うライセンス被許諾者の権利を制限する制約上の条項の
維持を認めました。ACCJとしては、リバース・エンジニアリングの契約上の禁止に関する政策表
明を行う前に、貴小委員会には全ての利害関係者の利益を十分に考慮し、全ての利害関係者に
意見及び懸念を表明する機会を提供して頂くことを要請致します。

在日米国
商工会議所
知的財産委
員会

IV-2 　文化審議会著作権分科会法制問題小委員会において審議されている、コンピュータ・プログラ
ムのリバース・エンジニアリングの法的措置について、情報セキュリティ対策の観点から当社の意
見を申し述べます。

　当社は、情報セキュリティ関連製品の研究開発やコンサルティング・サービスを主な事業として、
2007年に設立された日本のベンチャー企業です。特に、セキュリティ対策技術において多数の研
究開発やコンサルティングの実績を有しております。当社は、米国から帰国した情報セキュリティ
技術の専門家二人を技術部門の核としており、海外との比較において、日本の法律面の事業環
境に日頃から強い問題意識を持っています。

　近年、ソフトウエアにおける未知のセキュリティ脆弱性が悪用される被害が多数報告されていま
す。このため、攻撃者に悪用されたセキュリティ脆弱性の分析と対策立案、新規導入予定のシス
テムにおけるセキュリティ脆弱性の調査、効率的な脆弱性発見手法の研究、対策システムの開発
など、未知セキュリティ脆弱性対策における社会的ニーズは一層強まっています。

　しかし、質の高いサービスや製品を提供するためには、リバース・エンジニアリング技術をベー
スとしたセキュリティ脆弱性の詳細解析が必須となります。多くのソフトウエアは、そのソースコー
ドを入手できないため、リバース・エンジニアリング技術をベースとしない分析では正確性や網羅
性に欠け、社会的ニーズを十分に満たすことができません。

　このような社会的ニーズは海外でも同様です。米国では、リバース・エンジニアリングに関する著
作権法の整備も進んでおり、著作権者の明示的な承諾を得ることなく、情報セキュリティ対策のた
めのリバース・エンジニアリングが実施されています。また、情報セキュリティ対策は公益性が高
く、高度情報化社会におけるリスク回避の一環としてその重要性が広く認知されていることから、
そのためのリバース・エンジニアリングに対しては社会的コンセンサスも十分に得られています。
このため、情報セキュリティ関連企業は質の高いサービスを世界的に展開する事ができ、また、セ
キュリティ研究者、専門家のコミュニティなどからも革新的な研究成果が次々と発表され、高度な
セキュリティ・ツール（ソフトウェア）も開発され、ビジネスにつながっています。

株式会社
フォンティー
ンフォティ技
術研究所

「法制問題小委員会平成20年度・中間まとめ」に対する意見

IV　第3節　リバース・エンジニアリングに係わる法的課題について
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IV　第3節　リバース・エンジニアリングに係わる法的課題について

　しかし日本では、現状の著作権法におけるリバース・エンジニアリングの法的解釈が不明瞭であ
るため、ビジネスの展開、および研究開発活動の大きな足かせとなっています。さらに、情報セ
キュリティ分野の技術発展を著しく阻害しており、我が国の国際競争力低下を招く一要因となって
います。また、日本国内における情報セキュリティベンチャーの創出という面でも大きなハードルと
なっています。

　欧米では、互換性確保目的でのリバース・エンジニアリングが明示的に認られるなど、世界各国
で法整備がなされています。米国ではすでにデジタルミレニアム法(DMCA)にて技術的保護装置
解除禁止の例外としてセキュリティ試験におけるリバース・エンジニアリングが明示的に許されて
います。日本におけるコンピュータ・プログラムのリバース・エンジニアリングの是非に関する議論
は1983年頃から開始されていますが、先進国において日本だけが国家としてリバース・エンジニ
アリングに関する意思を明確にしておらず、20年以上もの年月が経過しています。この状況は、極
めて深刻であると言わざるを得ません。

　今後、国内の情報セキュリティ対策の技術発展は、更に高度化が予想される情報化社会の発
展にとって重要な要素であるため、著作権法の改正により、情報セキュリティ分野のリバース・エ
ンジニアリングが明示的に認められるよう強く要望致します。

　また、社会的公益性、および適切な高度情報化社会の発展のためにも、情報セキュリティ対策
目的においては私的契約に対して優越する法規とするなど、明確な法解釈が示されるべきである
と強く要望致します。

IV-3 　
　リバース・エンジニアリングに権利制限することは賛成である。しかし、リバース・エンジニアリン
グ自体は逆コンパイルを許容することであり、それだけでは不十分である。逆コンパイルしたコー
ドに修正を加えて再度コンパイルすること、同プログラムを利用することも一定の場合に許容され
なければ、研究等は不可能になる。実効性ある制度にされたい。

MPO法人ソ
フトウェア技
術者連盟

IV-4 　
法制問題小委員会におかれましては、リバース・エンジニアリングについては相互運用性・障害発
見などの目的ならば「権利制限を早期に措置する必要がある」との意見で一致したとのことです
（中間まとめ29ページ）。相互運用性や障害発見に限らず、単なる利用とは異なる技術上の調査
全般をフェアユースの個別規定の対象とする法改正を求めます。　また、前期の同小委員会で法
改正で対処すべきとの結論が出されていた検索エンジンに関する権利制限につきましても、すみ
やかに実行へ移す必要があります。

無限責任中
間法人イン
ターネット先
進ユーザー
の会
（MIAU)
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IV　第3節　リバース・エンジニアリングに係わる法的課題について

IV-5
第３節 リバース・エンジニアリングに係る法的課題について(Ｐ２９ページ)

インシデントレスポンスチームは、脆弱性を利用してWebサイトに侵入しページを改ざんするなど、
情報セキュリティに関係する人為的事象の発生を解決する/予防する活動を推進している組織で
す。インシデントレスポンスチームでは、人為的事象の発生した際には、プログラムを動かして検
証する手法やリバース・エンジニアリングを用いて動作解析することで原因究明を早急に推進しな
ければなりません。また、人為的事象の発生を予防するために、同様な手法で開発する製品や導
入する製品のセキュリティ品質を確認する必要があります。特に、導入する製品については、ソー
スコード提供される場合だけではないため、リバース・エンジニアリングを含むさまざまな動作解析
手法が利用できることはセキュリティ品質を維持する上でも必要不可欠となっています。
　しかし、現状、自ら利用者としてリバース・エンジニアリングしようとする場合
でも、他者からの依頼／委託によりリバース・エンジニアリングをしようとする場合でも、現行著作
権制度のために、逡巡してしまったり、海外で実施せざるを得ないという状況にあります。
　さらに、コンプライアンス精神の高い日本企業において、明確にリバース・エンジニアリングが適
法であるという規定がなければ、必要があってもリバース・エンジニアリングを実施できない（実施
しにくい）、正しい行為であると思っていても踏み出さない（踏み出せない）状況にあります。
　上述の通り、インシデントレスポンスチームは、人為的事象の発生を解決する／予防するため
の原因究明や問題解決が使命となっていますが、リバース・エンジニアリングを含む、さまざまな
動作解析手法を必ずしも利用できる状況にあるとは言えません。

　「（４）まとめ　以上のとおり、コンピュータ・プログラムのリバース・エンジニアリングについては、
相互運用性の確保や障害の発見等の一定の目的のための調査・解析について・・・」とまとめられ
ています。障害の発見等の中に、脆弱性の確認も含まれていると考えておりますが、プログラム
の脆弱性を悪用したシステム侵害発生を低減させ、安全な情報セキュリティシステムを実現して
いくためにも、「相互運用性の確保、障害の発見や脆弱性の確認等」というように、脆弱性の確認
についても明記することを検討して頂きたいと考えております。

(株)日立製
作所

第３節 リバース・エンジニアリングに係る法的課題について(Ｐ２７ページ)

インシデントレスポンスチームでは、情報セキュリティに関係する人為的事象の発生を解決する／
予防する活動を推進する際に、他者からの依頼／委託により活動を開始することが多々ありま
す。すなわち、相互運用性の確保や障害の発見等のプログラム表現の確認作業にあたり、「プロ
グラムの複製物を使用する正当な権原を有する者」から委託を受けて作業を実施する場合が多
いことになります。また、その委託作業は、「次のような要件を基本として考えることが適当である
と考える。プログラムの複製物を使用する正当な権原を有する者であること。」の一部に含まれる
と考えております。

　つきましては、「プログラムの複製物を使用する正当な権原を有する者」から委託を受けて作業
を実施する場合についても、「プログラムの複製物を使用する正当な権原を有する者であるこ
と。」の延長にあることを明記するなど、ご配慮をお願いしたいと考えております。

リバース・エンジニアリングに係る法的課題については、その動向を注目しており、著作権分科会
法制問題小委員会のページ(http://www.bunka.go.jp/chosakuken/singikai/housei/index.html)も
適宜参照しております。2008年11月10日現在、上記ページの平成20年第7回（2008年8月20日）、
平成20年第8回（2008年9月4日）、平成20年第9回（2008年9月19日）の審議内容については、未
掲載状態となっておりますので、議事録等による公開をお願いいたしたく。
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IV-6
相互運用性の確保や障害の発見等の目的で行うリバース・エンジニアリングについて、一定の要
件の下で、権利制限を早期に措置することが適当とされたことについては評価する。しかしなが
ら、以下の各点において、権利者の権利を不当に害しない範囲に限定するべく、権利者に配慮し
た要件を明確に定義するべきである。

(1)そもそも、「プログラムの調査・解析をする際に、一定の形態で調査・解析を行う場合には複製
又は翻案に当たる可能性がある」(23頁）という前提で、著作権法上問題になるケースに対する対
処を議論の出発点としていたはずであるのに、およそリバース・エンジニアリングができるのかと
いう議論になっている点は、誤　　　解を招きかねない。権利制限をかけて法的に許容するにあ
たっては、リバース・エンジニアリングに必要最低限の範囲で、その過程において生じる複製・翻
案が必要最小限に認められるように明確に定義するべきである。

(2)権利制限を許容すべき目的の範囲について（26頁）、競合プログラムの開発目的は、入れるべ
きではない。すなわち、相互運用性確保の目的と併存して競合プログラムの開発目的がある、あ
るいは相互運用性確保の目的の中に競合プログラムの開発目的が含まれるといった場合には、
これを認めるべきではない。競合プログラム開発の目的が含まれる場合にこれを認めるのは、調
査・解析対象となったプログラムの権利者にとって開発のインセンティブを阻害し、実際上も著しい
不利益となりかねないからである。同じ理由で、「その他、プログラム開発のために必要なアイデ
アの抽出等」（28頁）のためのリバース・エンジニアリングを認めるべきではない。

(3)強行規定か任意規定かについて、27頁最後では強行規定とすべきことを示唆している。29頁
のまとめにおいては記載されていないため見過ごされがちであるが、これを強行規定としたときに
は、次のような懸念があるので、任意規定とすべきである。まず、これまで長く商慣習上行われて
きた使用許諾契約中のリバース・エンジニアリング禁止条項が無効とされ、ソフトウェアベンダー
の権利が著しく制限されるとともに業界に混乱が生じる。また、リバース・エンジニアリング防止の
ための技術的なプロテクションを装備した場合にこれを解除されても適法と整理されかねない。

社団法人コ
ンピュータソ
フトウェア協
会
法務・知財委
員会

　
さらには、適法なリバース・エンジニアリングを行うのだから技術的なプロテクションを解除せよと
の要求が仮にあっても、その正当性を検証することもできず対応できない。前記のような開発者利
益や技術的なプロテクションなどの利益について、一律に強行規定で制限するときにはそぐわな
い場面も出てきかねず、むしろ各ベンダーにおいてビジネス上総合的に判断することが必要であ
る。したがって、権利者が納得してリバース・エンジニアリング禁止を使用許諾契約に入れるのか
どうかという権利制限の要否は各ベンダーに委ねるべきであり、すなわち任意規定とすべきであ
る。
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IV-7 　P.27（４）①の「相互運用性の確保の目的」については、中間まとめでも言及されているとおり、
新たなプログラムを開発する際には、既存のユーザ環境での利用に支障を来たすことのないよ
う、他のコンピュータ・プログラムのインターフェイス情報等を把握することは開発ベンダーとして必
須の作業です。従って、この目的での権利制限を許容すべきとする検討内容に賛成いたします。

また、競合プログラムの開発を目的とする場合のリバースエンジニアリングについて、目的の段階
で競合プログラムの開発を意図するかどうかで区別する必要はないとの結論となっている点につ
いても賛成いたします。そもそも「競合」という概念がどのような状態を念頭にされているか不分明
であり、市場において競争関係を生ずるというような、曖昧かつ広義であるとするなら、そのような
概念を持ち込むことには反対です。
　なお、この点、米国のSega Enterprises Ltd. v. Accolade Inc. やSony Computer Entertainmenet
America. Inc v. Connectix Corp. の裁判例は、いずれのケースもリバースエンジニアリングの対象
となったプログラムと、リバースエンジニアリングによって得られたインターフェイス情報を用いて
創作された後のプログラムは、市場において競争関係を生ずる関係にあると考えられるところ、両
事件とも、フェアユースであるとしてリバースエンジニアリングが許容されています。個別の事例に
基づくものですので、単純に一般化することはできないかもしれ ませんが、同様のケースにおい
て、日米間に著しい不均衡が生じないよう配慮されるべきものと考えます。

リバースエンジニアリングにかかる権利制限規定の整備にあたり、中間まとめP.27にあるように、
「諸外国の立法例の状況も踏まえて、次のような要件を基本として考えることが適当と考える・・・
（中略）・・・調査・解析の過程やその結果入手した情報について、目的外での第三者提供など権
利者の利益を不当に害することとなる使用が行われないよう必要な規定等を整備すること」に賛
成いたします。

社団法人電
子情報技術
産業委員会
著作権専門
委員会

さらに、今回の中間まとめで具体的に記載のある「相互運用性の確保の目的」や「障害の発見等
のプログラムの表現の確認」といった一定の目的に限定した権利制限の措置に留まらず、P.29
（４）の「まとめ」にもあるように、それ以外の調査・解析全般に関し、それを必要とする当事者が行
うリバースエンジニアリングの適法性について、個別の事案に即して利益衡量を行ったうえで司法
判断がなされるよう、一定レベルでの一般規定の導入についても、併せて検討を行っていただき
たいと考えます。

【注釈】
977 F.2d 1510 (9th Cir. 1992)。原告ゲームソフトと互換性のあるゲームソフトを開発するために被
告が行った、原告ゲームソフトのリバースエンジニアリングの適法性が争われた。

203 F.3d 596 (9th Cir. 2000)。原告ゲーム機で動作するゲームソフトをPC上で動作させるための
エミュレータソフトを開発するために被告が行った、原告ゲーム機BIOSのリバースエンジニアリン
グの適法性が争われた。

IV-8
相互運用性の確保、障害の発見等の目的で行うリバースエンジニアリングについて、権利制限を
行なうことが適当とされた結論に賛同する。

なお、リバースエンジニアリングは対象著作物のアイディアを抽出するものであるが、アイディアは
著作権により保護されるべきものではなく、アイディアを抽出する過程での著作物の利用行為に
ついて権利を及ぼすべきではない。したがって、目的を限定せずリバースエンジニアリングを認め
ることについても、引き続き検討していただきたい。

ヤフー株式
会社
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IV-9
当協会としては、平成20年7月に本小委員会において意見発表いたしましたとおり、リバース・エ
ンジニアリングに伴う複製又は翻案に関する権利制限規定を設けるべきかどうかについては、平
成6年5月「コンピュータ・プログラムに係る著作権問題に関する調査研究協力者会議報告」におけ
る検討を踏まえ、情報セキュリティの確保等の理由など近年の状況を勘案した上で、正当な目的
であり、かつ相当な手段を用いるのであれば、一定程度の権利制限を認めざるを得ないと考えま
す。
　具体的には、①相互接続性、互換性の確保目的、②脆弱性の確認（セキュリティ・チェック）③著
作権侵害行為の発見目的、④主として著作権侵害に供されるソフトウェアの機能性調査などの、
公正な目的で行うものについては、必要性があり、権利の制限を受けることが許容されると考えて
おります。しかし、プログラムの模倣やウィルス作成などの不公正な目的であったり、技術的保護
手段・制限手段の回避等の手段として行うリバース・エンジニアリングについては権利の制限を受
けることは許容できないと考えております。
　ただし、上記①～④のような、公正と認められる具体的な目的の場合でも、必要不可欠な複製
の範囲は、必要最小限でのみ認められるべきであると考えますが、これらの目的は基本的に主観
にもとづくため、リバース・エンジニアリングによって複製が発生した段階では外形的に、合目的で
あるか否かの判別がつきにくいという問題が残ります。このため、少なくともリバース・エンジニア
リングによって複製された著作物の取り扱いを厳格に定める規定を創設することが、権利者の利
益を不当に害しないためのさいていげんの条件として不可欠であることから、リバース・エンジニ
アリングの結果として複製された著作物の扱いについては、目的外利用（支分権対象行為に含ま
れない目的外「使用」を含む）を禁じる条項を設けるほか、複製物の公表、頒布及び公衆送信等
についても禁止することを求めます。
　また、外国法制とのバランスを鑑み、法制化される場合であっても、その許容される行為の範囲
は、EUにおけるECディレクティブ等に規定する範囲を超えるべきではないと考えます。

社団法人コ
ンピュータソ
フトウェア著
作権協会

IV-10 文化審議会著作分権科会法制問題小委員会において審議されている、コンピュータ・プログラム
のリバース・エンジニアリング（以下RE）の法的措置にていて、去る7月25日の上記小委員会第5
回会合において当機構から主に情報セキュリティの観点から意見を申し述べました。また、8月20
日の第7回会合においては、追加的な意見書
(http://www.bunka.go.jp/chosakuken/singikai/housei/h20_07/sanko_2.html)を提出させて頂き、当
機構としての立場を明らかにしてきました。このたび、同小委員会の中間まとめの意見募集がなさ
れましたので、それに対する意見を提出いたします。

１．　　「②障害の発見等のプログラムの表現の確認」（P27下から1行目～P28の11行目）に関連し
て

（意見１）　権利制限が認められる主体について、プログラムの使用者だけでなく、業として検査等
を行なう者、利用者や業として検査等を行なう者から委ねられて検査等を行なう者が含まれること
を明確にされたい。

「障害等の発見、脆弱性の確認にていては、少なくともプログラムの使用者に対して、その使用す
るプログラムの適正・安全を確保することは重要であり、このために必要な行為と考えられるた
め、権利制限を認めることが適当との意見があった」ことについて：

（独）情報処
理推進機構



 意　　見 個人/団体名

「法制問題小委員会平成20年度・中間まとめ」に対する意見

IV　第3節　リバース・エンジニアリングに係わる法的課題について

第5回法制問題小委員会にて当機構から意見を述べたとおり、セキュリティに関係する公的機関、
企業、研究者が、正当な利用者としてはもとより、他の正当な利用者に対して脆弱性の注意喚起
や対策情報の提供、権利者との調整等のために、（正当な利用者となって）情報セキュリティの試
験（脆弱性発見・解析だけでなく、ウィルスがとりついたプログラムに与える影響等の挙動把握等
を含む）の一環としてREを行なう場合は、権利制限を認める対象として含まれるべきと考えます。
　さらには、上記の組織が専門企業などに委ねてREをさせる場合の当該専門企業などによるRE
は、権利制限を認める対象として含まれるべきと考えます。
　これらは、今後の著作権分科会での審議や改正法の法解釈などで明確にすることをお願いしま
す。

（意見２）情報セキュリティ対策目的でのREを認めるにあったては、「他人に被害を与える意図を
持ってコンピュータ・ウィルス等の悪意あるプログラムを開発するためにREをすることは認められ
ない」ことを法文上明記されたい。

「修正プログラムを作成する目的で解析する場合と、ウィルス作成やシステムへ攻撃など悪意あ
る目的で解析する場合とでは、脆弱性を確認する目的はある点では同じであり、目的要件の規定
の仕方によっては、後者のような行為も含まれてしまうとの指摘があったことから、詳細な制度設
計にあたっては、このような点についても留意することが必要と考えられる。」について：

脆弱性等の確認の手段としてREするという“行為”に着目すれば、（裏返し的に）類似しているとは
言えるが、“目的”については、情報セキュリティという公益的目的と、弱点を攻撃するという悪意
ある目的とは、正反対であり、中間まとめの記述は読者に大きな誤解を与えかねないと思料しま
す。今後の審議においては、この点言葉の選択を慎重にすることを望みます。（脆弱性等を確認
することを目的というべきではなく、利用者に対する注意喚起・攻撃対策情報の提供、関係者に修
正プログラムの開発をさせるための権利者との調整、利用者の安全確保などの情報セキュリティ
目的のために、脆弱性の解析が必要となる場合があり、そのための手段のひとつとしてREがある
ということであるから、脆弱性を確認することは、行為または手段と言うべきであります。）
　また、現在のリバースの適法性が不明瞭な状態が、コンプライアンス意識の全くない悪意のある
者にとっては、RE天国の状態となっている中で、目的は異なってもREをして脆弱性を発見すると
いう行為が同じだからという理由で、コンプライアンス意識のある善意の者が、法的措置に逡巡す
ることがないようにすべきと考えます。
　当機構は、第7回会合に提出した意見書において既に述べたところですが、障害等の発見・保
守、情報セキュリティ対策といった目的でのREは認め、他人に被害を与える意図を持ってコン
ピュータ・ウィルス等の悪意あるプログラムを開発するためにREをすることは認められないことを
明記すべきと考えます。（これにより、サイバー犯罪条約の国内法が整備される見込みが立って
いない中で、ウィルス作成等の悪意のある者に対して間接的な抑制効果をも持ちえるものと考え
ます。）
　なお、著作権法30条以降の制限規定では、基本的にそれぞれの目的で権利制限を規定してい
るのであり、複製等の行為（の態様）の仔細に分け入って権利制限を規定している訳ではありま
せん。
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（意見３）情報セキュリティ目的のREは、公益性が高いため、ライセンス契約に対して優越すること
を法令上明確にされたい。

「その他の要件やライセンス契約との関係については、必要な情報があらかじめ利用可能性ない
こと等の要件を課すなど、基本的に相互運用性の確保等の場合と同様とすることが必要と考えら
れる。」について：

　情報セキュリティ目的のREの社会公益性が相互運用性の確保の目的のREのそれよりも高いこ
とは明らかであり、相互運用性の確保等の場合と同様の要件やライセンス関係とすべきか、とい
うことについては、差があってしかるべきと思料します。
　本年5月9日に知的財産戦略本部「デジタル・ネット時代における知財制度専門調査会」の第2回
会合においても、脆弱性の確認等はかなり公益性の高い問題で、REを強行法規的認めるべきと
いう要請が強いのに対し、相互接続性の確保は競争法的な要素も絡み性格が異なる、ということ
について認識の一致が見られていますし、事務局の内閣官房もそれを認める回答をしています。
(http://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/tyousakai/digital/dai2/2gijiroku.html)
 当機構も、同小委員会第5回会合において、｢情報セキュリティ対策の性質に鑑みて、契約に対し
て優越的に扱われるべき｣という意見を述べています。
　情報セキュリティ目的のREは、ライセンス契約に対して優越的でなければ意味がないので、この
点の法令上の明確な手当てや解釈が不可欠であります。今後の著作権分科会で適切に審議さ
れ、改正法の中で明確に措置されるようお願いします。

２． 「（４）まとめ」　（P29の4～10行目）」関連して

（意見４）　「障害の発見等」の「等」に、脆弱性の発見・確認・分析等や、ウィルスがとりついたプロ
グラムに与える影響等の挙動把握、暗号研究など、情報セキュリティ目的の活動が含まれること
について、明確にされたい。

「・・・相互運用性の確保や障害の発見等の一定の目的のための調査・解析について権利制限を
早期に措置する必要があることについては概ね意見の一致が見られた。」について：

　第5回法制問題小委員会において、当機構より、ウィルスなどの不正プログラムの挙動解析、暗
号研究についても、セキュリティに関する公的機関、企業、研究者の方々によるREが必要となる
場合があることを意見としての提出したところであり、その後の委員会の審議でも、これらに関し
ては問題なく認められるとの意見が大勢であったと認識しています。「障害の発見等」の「等」に、
脆弱性の発見・確認・分析等や、ウィルスがとりついたプログラムに与える影響等の挙動把握、暗
号研究等、情報セキュリティ目的の活動が含まれることについて、明確にされるべきであると考え
ます。

（意見５）新しい別個の価値を創出することを目的として、新たにプログラムを作成することは、文
化の発展という著作権法の法目的にも合致し、また、社会全体の技術の発展にも資することか
ら、たとえば、米国著作権関連裁判において審議されてきた「変容的目的・使用」にも参考に、世
界をリードすることを志向する視点で、今後審議されたい。

「・・・相互運用性の確保や障害の発見等の一定の目的のための調査・解析について権利制限を
早期に措置する必要があることについてはおおむね意見の一致が見られた。」について：
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「（４）まとめ」の後に、参考として、諸外国の立法例を載せていますが、海外との整合性に配慮し
ていることが伺われます。海外の制度との調和を図ることはそれ自体非常に重要なことです。しか
し、本「中間まとめ」の、ことRE部分の方向性については、すでに相当年、欧米に遅れを取ってき
た経緯を考えれば、世界各国が行なっていることとフェイズを合わせる方向性が出されただけ、と
いう受け止められ方をされても仕方がないと思料します。我々に日本として将来どうありたいか、
権利者と利用者の両方のバランスのとれた法目的と国益をどう実現するか、ということを審議し、
その姿やビジョンを先取りする形で適切な法的措置を行って頂くことを望みます。
　2002年当時の文化庁著作権課長でおられた岡本薫氏は、自身の著書「インターネット時代の著
作権」（財団法人全日本社会教育連合会）の中で、「他の国を真似るのではなく、日本人自身が考
えた日本の方向を議論すべき時期に来ています。」と述べています。
　例えば、新しい別個の価値を創出することを目的として新たにプログラムを作成することは、文
化の発展という著作権法の法目的にも合致し、また、社会全体の技術の発展にも資することにな
ります。「知的財産推進計画2008」における「革新的ソフトウェアの開発」がかかる意味で使用され
ていたと推量しますが、そうであるならば、そのための複製、翻案は一定の条件化で供用されてし
かるべきと考えます。「中間まとめ」の革新的なプログラムの開発の部分で記述されているように
（P29下から9行目以降）、権利制限の範囲を一律に画することは困難である性質は部分的にある
でしょう。しかし、たとえば、米国著作権関連裁判において審理されてきた「変容的目的・使用」も
踏まえ、そういった明確な正当性の考え方を法律で示し、個別ケースについては、法律で画一的
な線を引く必要まではなく、当該個別ケースの司法審査に委ねれば良いと考える、という方向もあ
るでしょう。
　いずれにせよ、キャッチアップ型の法改正を超えた、世界をリードすることを志向した今後の審
議を切にお願いします。

IV-11 相互運用性確保の目的、並びに障害の発見等のプログラム表現の確認においてリバースエンジ
ニアリングを権利制限すべきとの貴委員会のとりまとめに支持する。特に、｢セキュリティ目的」な
る表現による範囲の曖昧かつ広範囲な解釈を可能とする書きぶりを避け、侵害等の発見、脆弱
性の確認、著作権侵害の調査との具体的かつ必要十分な範囲に明記され、欧米等諸外国立法と
の整合性を確保する結論となっていることを強く支持する。
また、リバースエンジニアリングを行う際の諸条件の中で、｢調査・解析の過程やその結果入手し
た情報について、目的外での第三者提供など権利者の利益を不当に害することとなる使用が行
われないよう必要な規定等を整備することを要件とすることが適当との貴委員会の整理に賛成す
る。法制化にあたっては、先行技術開発のインセンティブを阻害し、企業の研究開発意欲を削ぐこ
とのないよう、感得した表現と実質的に類似するソフトウェアの開発，製作，或いは商品化等を明
確に制限することが必要と思料。

マイクロソフ
ト株式会社

他方、ライセンス契約において調査・解析を禁ずる条項を無効とする欧州各法の例を引いて同等
の措置が講じられるべしとの結論については、更なる慎重な議論が貴委員会にてなされる必要が
あると思料。当該規定のない米国との不整合がおきると同時に、これまで同様の条項を含めてき
た契約を無効とすることで、私的契約による企業活動の自由度を狭める結果となることを大いに
懸念する。
また、その他の調査・解析全般における権利制限については、要望の熟度や必要性を十分勘案
しつつ、仮に検討する際にも諸外国立法例との十分な整合性を図ることが重要と思料。

IV-12 「形式変換の必要性の有無という観点から論じられている議論としては、障害者のアクセス確保
のための権利制限に関する議論（19年度中間まとめ）については、障害者が理解できる形式に変
換することに社会的な必要性が認められるとの観点から、権利制限が検討されている。」との記
述に関して。

障害者にとってそのままではアクセスできない形式でしか提供されていない著作物を、第三者の
手を借りてアクセスできる形式に変換することは、形式的には著作権法上の「複製」とされている。
しかしこれは、言うなれば「読めない」「見えない」「聞けない」形式のものから、「読める」「見える」
「聞ける」形式への「メディア」や「フォーマット」の変換と言うべきであり、複製権の侵害とはならな
いということを著作権法上明確に位置づけるべきである。

障害者放送
協議会
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IV-13 　相互運用性の確保、障害の発見等の目的で行うリバースエンジニアリングについて、権利制限
を行なうことが適当とされた結論に賛同する。
　なお、リバースエンジニアリングは対象著作物のアイディアを抽出するものであるが、アイディア
は著作権により保護されるべきものではなく、アイディアを抽出する過程での著作物の利用行為
について権利を及ぼすべきではない。したがって、目的を限定せずリバースエンジニアリングを認
めることについても、引き続き検討していただきたい。

ヤフー株式
会社

IV-14 1. リバース・エンジニアリング
法制問題小委員会は、いくつかの目的のためのリバース・エンジニアリングを認めるために、著作
権の権利制限を提案しています。ビジネス　ソフトウェア　アライアンス（以下「BSA」） 　は、相互運
用性を確保するために必要不可欠であって相互運用性確保のための他の手段が利用できない
場合に、コンピュータ・プログラムの逆アセンブリ又は逆コンパイル等の一定の行為を許容する重
要性を認識しています。リバース・エンジニアリング行為が許容される場面は限定的に定められる
べきであり、適切なセーフガードを条件とすべきです。この考え方に基づき、提案されているリ
バース・エンジニアリングのための権利制限についてそれぞれ検討します。
(A) 相互運用性
中間まとめに説明されているように、法制問題小委員会が提案している著作権の権利制限は、コ
ンピュータ・プログラムの法的保護に関する指令（1991） 　においてEUが採択した権利制限と、性
質及び効果において類似するもののようです。当該指令第6条は、「コードの複製及びコード形式
の翻訳」の行為が「独自に開発されたコンピュータ・プログラムと他のプログラムとの相互運用性
を確保する上で必要な情報を得るために必要不可欠」である場合には、これを許容しています。
この欧州の権利制限は条件付き、かつ限定的なものです。権利制限を認められるためには、ソフ
トウェアの許諾を受けた複製物を保有している（又はライセンシーを代理して行為している）者でな
ければなりません。相互運用性を確保するために必要な情報が、逆コンパイル以外の手段によっ
てはすぐに入手できないものでなければなりません。元のプログラムのうち、相互運用性を確保す
る必要のある部分のみを逆コンパイルすることができます。そして、逆コンパイルにより得られた
情報は、独自に開発されたコンピュータ・プログラムの相互運用性を確保する目的以外の目的の
ために使用されてはならず、相互運用性のために必要な場合を除き他人に付与されてはならず、
元のプログラムに実質的に類似するプログラムを開発又は販売するために使用されてもなりませ
ん。
これらの条件及び限定に加え、第6条は、この権利制限をベルヌ条約第9条(2)のスリーステップテ
ストに反するような態様で解釈してはならないとするセーフガード規定による制約も受けます。

ビジネスソフ
トウェアアラ
イアンス
（BSA)

もし法制問題小委員会が、様々な条件、限定、およびセーフガードも含めてEUの権利制限を採用
することを提案しているのであれば、BSAはこれに反対するものではありません。しかし、もし日本
が、欧州ソフトウェア指令の第6条とは大幅に異なる、逆コンパイルの権利制限を検討しているの
であれば、BSAとしては、元のソフトウェアの作成者に対する十分なセーフガードを提供している
かどうか判断するために、さらに詳細を検討する必要があります。
(B) 品質及び安全の確保
中間まとめでは、障害及び安全上の脆弱性を発見するためにプログラムの表現の確認をする目
的での逆コンパイルを許容する権利制限が提案されています。提案されている権利制限は不要
なものであり、かつ潜在的には危険なものであるとBSAは考えています。
ソースコードを解析することは、コンピュータ・プログラムの障害及び脆弱性を特定する手段として
は非効率で効果がないものです。どのようなレベルのコンピュータ・プログラムでも、何千行あるい
は何百万行ものコードから構成されています。そのようなコードを、例えば、そのソフトウェアに安
全上の欠陥があるかどうかを判断するために解析する作業は、膨大な手間がかかり、上手くいか
ない可能性が高いでしょう。逆コンパイルされたオブジェクトコードについて同様の解析を実行す
るのは、桁違いに難しいことでしょう。
それでもなお、この目的での権利制限を設けることは、ソフトウェア開発者を不正コピーのリスクに
さらすことになるでしょう。相互運用性のための権利制限についてはセーフガードが提案されてい
ますが、この権利制限についてはそのようなセーフガードが含まれていないようなので、リスクは
殊に重大です。



 意　　見 個人/団体名

「法制問題小委員会平成20年度・中間まとめ」に対する意見

IV　第3節　リバース・エンジニアリングに係わる法的課題について

(C) 著作権侵害の調査
中間まとめでは、侵害を証明するためにプログラムの表現を分析する目的での逆コンパイルを許
容する権利制限が提案されています。
この権利制限がどのように実務上使われるのか、我々には不明です。また、中間まとめに記され
ているような、かなり限定的な目的に限ってこの権利制限が利用されることを確保するためにどの
ようなセーフガードが策定されるのかも明確ではありません。例えば、逆コンパイルを行う者は、
侵害が発生したという誠実な信念を有していなければならない、と法律に明記されるのでしょう
か。侵害の可能性についての具体的かつ十分な証拠もないのに、この権利制限が口実に使われ
たら、どのような結果になるでしょうか。
さらに重要なことに、この権利制限については十分な論証がなされてきたとは考えられません。
BSAは、このような規定を設けることで解決できる問題があるとは認識していません。基本的な著
作権の諸権利についての権利制限は、根拠のある必要性に基づくものであるべきで、かつ細心
の注意を払って規定されるべきだというのがBSAの考えです。明確性の欠如・セーフガードの欠如
は、ソフトウェア開発者にとってリスクをもたらすものなので、この規定が妥当なものだとは思いま
せん。

  【注釈】
ビジネス ソフトウェア アライアンス（BSA）は、世界80カ所以上の国や地域でビジネスソフトウェア
業界の継続的な成長と、安全で信頼できるデジタル社会の実現を目指して、政策提言・教育啓
発・権利保護支援などの活動を展開している非営利団体です。BSAは急成長を遂げるビジネスソ
フトウェア 業界をリードする企業で構成されています。1988年の米国での設立以来、常に政府や
国際市場に先駆け、世界のビジネスソフトウェア業界とそのハードウェア・パートナーの声を代表
する組織として活動をつづけ、教育啓発、および著作権保護、サイバーセキュリティー、貿易、電
子商取引を促進する政策的イニシアチブを通して技術革新の促進に努めています。BSAのメン
バーにはアドビシステムズ, アジレント・テクノロジー, アルティウム, アップル, オートデスク, アビッ
ドテクノロジー, ベントレー・システムズ, ボーランド, CA, ケイデンス・デザイン・システムズ, シスコ
システムズ, CNC Software/Mastercam, コーレル, サイバーリンク, Dassault Systèmes
SolidWorks, デル, EMC, Frontline PCB　Solutions- An Orbotech Valor Company, HP, IBM, インテ
ル, マカフィー, マイクロソフト, Mindjet, Minitab, Monotype Imaging,  NedGraphics, PTC, クォーク,
Quest Software, SAP, SAS Institute, シーメンス, SPSS, サイベース, シマンテック, シノプシス, テ
クラ, The MathWorks およびトレンドマイクロ が加盟し活動を行っています。詳しくは、BSA日本
ウェブサイトwww.bsa.or.jpまたは、BSA米国本部ウェブサイトwww.bsa.org/usa/（英語）をご覧くだ
さい。
  1991年5月14日付Council Directive 91/250/EEC (OJ L 122, 17/05/1991 p. 42-46)。

IV-15 今回の中間まとめにおいて、①の相互運用性確保のためのリバースエンジニアリングにつき、権
利者にも一定の配慮がなされた要件について示唆がなされているが（p.27）、例えば、すでに、プ
ログラムの使用許諾とは独立して、実装プロトコル、フォーマット又はインターフェイス情報などを、
ノウハウ・技術開示という形での取引が行われている現状を鑑みると、「・相互運用性の確保のた
めに必要な情報があらかじめ利用可能でない又は他の手段によっては入手できないこと、」につ
いては、すでに開示契約を締結することでインターフェイス情報が利用可能であることなどの、現
在の取引慣行に影響を及ぼさないような視点を踏まえた、要件を適用する上で参考となるような
準則又はガイドラインなどを示されることを期待する。
また、契約において、これを排除する旨の条項を無効とする考え方（P27）についても、上記と同様
に現在の取引慣行に影響を及ぼさないような検討がなされることを期待する。

株式会社エ
ヌ・ティ・ティ・
データ
技術開発本
部　知的財
産室
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IV-16 　①相互運用性の確保、②障害の発見等の一定の目的のための調査・解析については、早期措
置の必要性があり、権利制限規定を設けることは妥当と思料する。但し、「中間まとめ」でも触れら
れているように、競合プログラムの開発目的、ウイルス作成やシステム攻撃といった悪意目的の
取り扱いについては一定の配慮をすべきである。例えば、新規かつ有用なプログラムを開発する
目的によることを前提とすべき、といった点が考慮されてもよい。
　また、「セキュリティ対策」を理由付けとする点については、中国が同様の理由付けで２００９年５
月より「強制認証制度」を施行する旨表明しており、欧米企業のみならず日本企業も当該制度に
懸念を示していることから、拡張解釈に通じることがないように留意されるべきと思料する。
　一方、③プログラムの開発のために必要なアイディアの抽出等については、Ｐ２８～２９に指摘さ
れている各種の意見を踏まえて、引き続き詳細に検討するとの結論に賛成する。

　なお、本節に関して以下の個別意見があった。
・P26に、リバース・エンジニアリングの目的の1つとして、著作権侵害、特許権侵害の調査が挙げ
られている。そして、このうち著作権侵害についてさらに、P28の2つめの○印段落に、「その他、著
作権侵害の調査についても、プログラムの表現を確認して解析することは、権利侵害の立証等の
ために不可欠のプロセスである一方、その調査・解析で得た情報を活用して新たなプログラムの
開発等を行うものではなく、著作権者の利益を損なう可能性は低いと考えられる。」と記載されて
いる。これについて反対するものではないが、上記にいう「著作権侵害の調査」とは、他人のプロ
グラムが自己のプログラムの著作権を侵害していると考える側、すなわち侵害訴訟でいえば原告
側が行う調査を指しているものと解される。しかしながら、そのような調査を必要とするのは、原告
側に限らないと思料する。すなわち、自己のプログラムについて他人から著作権侵害の指摘を受
けた側、すなわち侵害訴訟でいえば被告側においても、非侵害の立証のために、指摘者のプログ
ラムを同様に調査・解析する必要がある場合があろうと考えられる。

日本弁理士
会

特に、現実には多くのプログラムが著作権法15条の職務著作として作成されていると思われるこ
とから、自己名義のプログラムであっても、実際の作成作業をしたのはその従業者であり、作成過
程の一挙手一投足のすべてを名義人が把握しているとは限らない。このため被指摘者としては、
指摘者による解析結果の真否を確認するために自らも、指摘者のプログラムを解析する必要が
ある。著作権侵害の指摘が常に正当になされるとは限らないことを考慮すれば、防御側における
このような調査も必要である。上記より、「著作権侵害の調査」につき、防御側が行う調査をも含め
てご検討いただきたい。
・リバース・エンジニアリングに対する権利行使を求める声があるのは、現行の著作権法等による
プログラムの保護が不十分であることが一因と考えられるが、著作権法による保護には限界があ
る。人間が記述したソースコードが著作物として保護されることは当然であるが、高級言語で記述
されたソースコードをコンパイルしてできた機械語のオブジェクトコードは、元のソースコードにお
ける表現形式を感得できるものとは言い難く、これをソースコードの複製物として扱うことは、プロ
グラムがその表現形式を離れても保護されるかのようにも思える。したがって、プログラムについ
ては、著作権法による検討もさることながら、特許法による保護の拡充を図ることが望ましい。

IV-17 今日の情報通信社会では、脆弱性の発見や相互運用性の確保など情報通信機器等の正当な利
用の目的に照らし、一定の範囲内でのリバース・エンジニアリングは認められるべきであり、今回
の「中間まとめ」において、①相互運用性の確保、②障害の発見等の目的で行うリバース・エンジ
ニアリングについて、一定の要件の下で権利制限を行うことが適当とされたことを評価する。ただ
し、具体的な法制化にあたっては、解析されるプログラムの権利者の不利益にも十分に配慮し、
①②のそれぞれの目的に応じた要件が個別に定められることを期待する。
今後、上記以外の目的で行うリバース・エンジニアリングにかかる権利制限について検討すること
とされているが、検討にあたっては、先行技術開発のインセンティブの確保など、産業政策上の観
点をはじめ、さまざまな要素を考慮した上で、社会、産業の発展と権利者の保護のバランスを図る
ことが重要であり、権利制限は権利者の利益を不当に害しない合理的な範囲内において講じられ
るべきである。

（社）日本経
済団体連合
会
知的財産委
員会　企画
部会



 意　　見 個人/団体名

「法制問題小委員会平成20年度・中間まとめ」に対する意見

IV　第3節　リバース・エンジニアリングに係わる法的課題について

IV-18 今回の中間まとめにおいて、①相互運用性の確保、②障害の発見等（障害等の発見、脆弱性の
確認、権利侵害の調査）の目的で行うリバースエンジニアリングについて、一定の要件の下で権
利制限を行うことが適当とされたことにつき、これを支持する。
但し、具体的な要件を定めるにあたっては、解析対象となるプログラムの権利者の利益を不当に
害しないかどうか、という点にも十分な配慮がなされるべきと考える。一例として、中間まとめに
は、①の相互運用性確保のためのリバースエンジニアリングにつき、権利者にも一定の配慮がな
された要件について示唆がなされているが（p.27）、②の障害の発見等の目的の文脈では具体的
な要件の呈示がなされていない。例えば、障害等の発見目的でプログラムを解析した結果、第三
者が修正プログラムを作成し、これを自由に一般提供できることとすると、権利者には不利益を生
ずる場合もありうると考えられるが、既存の著作権法の規定（例：47条の2）との整理も含めた具体
案は何ら示されていない。それぞれの権利制限の目的にあった形で、具体的な制度設計がなさ
れることを期待する。
　なお、個別規定で十分に対応できない行為については、一般規定の導入により対応することに
ついても併せて検討がなされるべきであると考える。

日本知的財
産協会
デジタルコン
テンツ委員
会



意  見 個人/団体名
V-1

日本文藝家協会では、著作物を利用しての音声の自動認識に関する研究やコーパスのための
利用につきましては、現在は個々に使用許諾をだし然るべき対価をいただくことといたしており
ます。

「研究開発における情報利用の円滑化について」はその対象となる「研究開発」についての明
確な定義を求めます。また「研究開発」の名のもとに著作者の権利を不当に害しないように今後
の慎重な討議を求めます。

社団法人
日本文藝家
協会

V-2 情報のバリアフリー化の流れに伴い、提供または収集される情報も多様化されてきている。今
後様々な情報を収集するにあたり、視覚障害者に配慮された情報提供開発が必要であり、いま
まで障害者への情報提供の配慮がされていなかった事を鑑み、情報利用に対し権利制限に対
する許容を充分検討していただきたい。

社会福祉法
人
日本盲人連
合会

V-3
　「研究開発における情報利用の円滑化」のうち「研究開発の過程における著作物の素材として
の利用」については著作物そのものを本来の目的、つまり情報の伝達のために利用することで
はないので、営利企業との結びつきがない公的な研究機関による純粋な学術研究の範囲であ
り、しかも素材として利用した著作物が研究発表に伴って明示的に公開されないのであれば当
該の権利制限に敢えて反対致しません。但し、素材として利用した著作物が研究発表に伴って
明示的に公開される場合や、研究開発、技術開発における産学協同はもとより、後日研究成果
が商品化
される場合には事前に権利者の許諾を得るか、あるいは商品化の時点で許諾を得ることが必
要であると考えます。研究開発でも営利企業における研究開発は利用方法、利用目的の如何
を問わず全て許諾が必要であることは言うまでもありません。従って、公的な研究開発と営利企
業を含む一般の研究開発をどのように線引きするのかを事前に明らかにすべきと考えます。
　「研究開発における著作物の直接複製利用」については著作物そのものを本来の目的、つま
り情報の伝達のために利用することであり、それが公的な研究機関において行われるもので
あったとしても、その著作物が本来目的とする利用者によって複製される場合は権利制限すべ
きではないと考えます。例えば弊社の発行する医学専門書籍・雑誌等を大学あるいは病院・医
療施設等に所属する研究者が複製利用することは、これらの著作物が本来市場とし有料購読
を前提とした読者によって複製されることであり、ベルヌ条約におけるスリーステップテストに違
反する権利制限であると考えます。このことは理工学系の専門書あるいは法律、経済学等の人
文社会系の専門書についても同様であり、主として公的な研究機関に所属する研究者に購入
して頂くことを前提に発行されている以上、これらの権利制限は有り得ないものであると考えま
す。これらの研究開発に伴う複製が製薬企業あるいはその他の営利企業によって行われ、利
用されるものである場合は当然論外であり、例えそれが製薬企業から公的な研究機関の研究
者に提供され、それらの研究者によって利用されるものであったとしても、上記の理由から全て
事前の許諾が必要であ
ることは言うまでもありません。

株式会社医
学書院

「法制問題小委員会平成20年度・中間まとめ」に対する意見

V　第４節　研究開発における情報利用の円滑化について



意  見 個人/団体名

「法制問題小委員会平成20年度・中間まとめ」に対する意見

V　第４節　研究開発における情報利用の円滑化について

　公的な研究機関における複製利用を権利制限とするか否か、つまり公益性の観点から権利
制限するかどうかは権利制限に対する一つの判断基準ではありますが、十分条件ではなく、ベ
ルヌ条約にもそのような判断基準はありません。釈迦に説法的ではありますが、権利制限の基
本はベルヌ条約におけるスリーステップテストです。公益性の観点はスリーステップテストの一
つである「特別の場合」に該当するかも知れませんが、スリーステップテストの他の要件である
「著作物の通常の利用を妨げず」かつ「著作者の正当な利益を不当に害しない」かどうかは公
益性とは全く別の判断基準であり、公益性によって免責されるものではありません。公益性の
高い複製利用であったとしても、それが「著作物の通常の利用を妨げ」あるいは「著作者の正当
な利益を不当に害する」状況であれば権利制限することは適切ではありません。営利を目的と
した企業がその研究開発のために行う複製利用は、企業がそれによって直接間接の利益を得
る以上、全て許諾を得て行うことが必要であると考えます。営利企業に薬事法あるいはその他
の法律上の義務によって研究者に対する情報提供が求められ、実際には情報としての複製物
が研究開発を行う研究者によって利用されるものであったとしても、情報提供義務はこれらの企
業が責任ある企業として存立・継続するために必要な法的要件であり、複製はそれを充足する
行為であることから権利制限の対象とはなり得ないと考えます。
 但し、公的な研究機関における学術専門書籍・雑誌の複製に対して全て許諾が必要であると
考えているものではありません。これらの出版物は学術専門情報を伝達することを使命として
いる以上、その複製利用に一定範囲の権利制限は有り得るものと考えます。その範囲をどのよ
うに考えるは当事者間の合理的かつ公正的判断であり、複製の利用目的、利用範囲、複製の
量、複製の頻度、複製原本の購入・入手状況、管理団体との複写利用契約状況、ペイ・パー・
ビューその他の複製物入手手段状況、その他の要素を勘案して総合的に判断されるべきもの
と考えます。

V-4 　
研究目的での複製等に権利制限すること自体は賛成であるが、本来的にはこれらはフェアユー
スの中で論じられるべきであり、速やかなフェアユース規定の創設が望ましい。

MPO法人ソフ
トウェア技術
者連盟

V-5 　本件の議論では、狭い意味での技術開発の際における情報利用の円滑化ではなく、広く教育
研究活動の全般の観点からの情報利用の円滑化を進める議論を要望いたします。現在は、著
作権法第31条において図書館における権利制限が定められていますが、図書館に限定されて
いることによる弊害が多く出ています。むしろ教育研究活動における学術著作物利用のフェア
ユースを推進することを要望いたします。以上

社団法人情
報科学技術
協会

V-6 　44頁②の権利制限を行う場合の対象範囲等についての検討内容において、「著作物の性質
や利用態様等に応じて著作権者等の利益を害すると考えられるような場合には、権利制限の
対象外とすることが適当と考えられる。」とある。そして具体的にどのような場合に権利制限の
対象外となるかについては、必ずしも明らかではないが、まとめにおいて、「権利制限が認めら
れる主体のあり方や営利目的・非営利目的の区別の有無等、具体的な範囲や条件について、
引き続き検討を行う必要がある」という点（46頁）は評価する。
　この点について、例えば、Web上などで無償公開されている情報集約コンテンツが存在する
が、それらのコンテンツには無償であっても『利用規約』が付随している。ここで、権利制限規定
との関係では、その利用規約中に権利保護規定がある場合に、当該規定がそもそも有効か、
権利制限規定と権利保護を規定した利用規約のどちらが優先するのかといった問題が生じる。
したがって、今後事業者にとって明確な指針となるような一定の判断基準を合わせて検討して
いただきたい。

社団法人コン
ピュータソフト
ウェア協会
法務・知財委
員会
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「法制問題小委員会平成20年度・中間まとめ」に対する意見

V　第４節　研究開発における情報利用の円滑化について

V-7 　
研究開発の過程において必然的に生じ、著作物としての享受を目的としない利用行為など、権
利者の利益を不当に害しない利用行為は、許容される方向で検討していただきたいと考えてお
ります。
とりわけ、P.46の（４）の「まとめ」にあるように、情報解析分野の研究開発目的での著作物の利
用行為にかかる権利制限について、早急に結論を得るべきとの方向で意見が一致しており、歓
迎いたします。早急に立法されることを希望いたします。
但し、「既存のビジネスの中で研究開発に必要なデータベース等が有償で提供されているよう
な場合」についても、権利制限の対象とすべきと考えます。情報解析分野での研究開発目的の
利用行為は、その性質上大量の使用がなされることが予想されるなど、通常の利用と同等の対
価の支払を必要とすることは研究開発の障害となりかねません。上記場合は著作権者等の利
益を害する場合の代表例とされていますが、情報解析分野の研究開発目的での著作物の利用
は、著作物の表現そのものを利用するものではなく、著作物利用の実質を備えていない以上
は、上記場合であっても、著作権者等の利益を害するとはいえないと考えます。また、検索エン
ジンに関する場合と同様に、権利者等の意思に基づき権利制限の対象とするか否かを決する
べきとの考え方が示されています。しかしながら、研究開発の場面での権利制限がイノベーショ
ンの創出促進という目的のためであることや、検索エンジンの場面では権利者の利益に悪影響
を及ぼすおそれのある利用形態まで包含する可能性があるのに対し、研究開発の場面では外
部提供は「権利制限の対象外とすべき」とされていることなどを考えれば、研究開発の場面と検
索エンジンの場面とを同列に論じることはできないと考えます。

社団法人電
子情報技術
産業委員会
著作権専門
委員会

研究開発主体の営利・非営利性につきましては、情報解析分野の研究開発の場面では、研究
主体を非営利の者に限定する必要はないとされていますが、その他研究分野を限らない場合
においては非営利に限るべきとの意見があるとのことです。しかし、研究開発の主体が非営利
か営利であるかによって、権利制限の適用を区別することは、現代の研究開発の実態に即して
おらず、不適当であると考えます。大学や公的機関といった非営利の主体によって行われた研
究開発の成果を、ベンチャー企業の設立によって事業化するケースがあるほか、産官学連携に
よる大学等と企業の共同研究や、大学等と企業間で研究者の交流が行われるなどの実態を踏
まえる必要があります。その点、「非営利のものに限定する必要はない」としていることは、妥当
な結論であると考えます。

また、当協会はかねてより、技術・機器の研究開発の過程での、機能・性能の評価・検証のた
めに必要となる複製（録画、録音等）や上映等については、必然的に生じるものであり、また権
利者の利益を害するものではないことから、権利制限をしていただけるよう要請して参りまし
た。今般の中間まとめにおいて、p.41からp.42ウ記載の「番組の演出効果のための映像処理技
術の開発」とエの「録画機器の開発など、技術・機器の研究開発」について、前者は情報解析分
野として権利制限の対象とし、後者は権利制限の対象としないとすることについては、両者にそ
のような区別を設ける合理性を見出すことは困難であることから、後者につきましても、権利制
限がなされるよう、規定を整備下さるようお願いいたします。

さらに、上記のように特定の分野を個別的・限定的に規定する方式に加え、デジタル・ネット時
代における専門調査会で検討されているように、今後の技術の進歩等にも柔軟に対応すること
が出来るような一般規定の整備についても引き続き検討を行っていただきたいと考えておりま
す。

V-8
情報解析分野の研究開発における著作物利用にまずは対象を限定して、権利制限を行なうと
の結論に賛同する。

しかし、研究等における権利制限は、全ての技術分野について共通に議論されるべきである。
また、情報解析分野以外の分野でも、早急に権利制限を行う必要がある分野は生じうるが、必
要に応じて個別に検討して立法を行うとすると、時間を要して時機を逸し、技術の発展を阻害す
るおそれがある。

したがって、分野を限らない研究開発における著作物利用を可能とする一般的な規定を設ける
ことや、いわゆる「日本版フェアユース」を受け皿とすることについても、引き続き検討していた
だきたい。

ヤフー株式会
社
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V　第４節　研究開発における情報利用の円滑化について

V-9
研究開発における利用円滑化について（第4節）、その他の検討事項（第6節）

　権利制限の一般規定（日本版フェアユース規定）のけんとうについては、日本の訴訟制度、紛
争解決における訴訟の利用状況、個人・企業のコンプライアンス意識の浸透状況等を総合的に
勘案して、慎重に検討すべきと考えます。

社団法人コン
ピュータソフト
ウェア著作権
協会

V-10 ACCJが理解するところによれば、貴小委員会では、著作物の以下のような利用をフェアニュー
スとして扱うことが提案されています。
　（１）機器の機能・性能評価に関連する一定の研究開発活動
　（２）大学やその他学術的機関における論文等の文献の複製
しかしながら、貴小委員会ではまた、「研究開発」に含まれる行為は幅広いため、フェアユース
を確立すべきまたはすべきでない特定の行為に関して更なる検討が必要であるとも指摘されて
います。
貴小委員会はこの問題についての更なる検討を行う予定であると我々は理解しており、フェア
ユースの権利の現在の適用範囲における変更には、透明で開かれた方法による慎重な検討が
行われること、また、権利者に生じる不当な損害を避けるために適用範囲について明確な定義
がなされることを求めます。

在日米国
商工会議所
知的財産委
員会

V-11 情報解析分野の研究開発の過程で行われる著作権法上の複製について、一定の条件の下、
権利制限を行う方向性が示されたことを評価する。
今日の研究開発は、オープンイノベーションの広がりとともに、産学連携による研究開発や、さ
まざまな研究主体が集まって行われる研究開発など、その形態も多様化してきており、その意
味において、今回「非営利要件を求めない」とされたことは妥当と考える。
　今後、その他の研究開発分野に関する権利制限について、引き続き検討することとされてい
るが、検討にあたっては、研究開発の実態を踏まえ、大学や企業等さまざまな主体による円滑
な研究開発を促す観点から、権利者の権利を不当に害しない合理的な範囲内において権利制
限がなされるよう検討すべきである。

（社）日本経
済団体連合
会
知的財産委
員会　企画部
会

V-12 4. 研究開発の過程における情報の利用
中間まとめは、研究開発の過程におけるデータマイニングのような行為を許容するための権利
制限が必要な場合があるということを提案しています。
BSAは、この問題に関しては注意を要すると考えます。なぜこのような行為を許容する権利制
限が必要となるのか、我々には不明です。この権利制限によって解決されるような具体的な問
題点を我々は認識していません。このような権利制限については、その必要性及び価値につい
ての強い要望が証明されるまでは、前向きな検討をすべきではありません。
将来、権利制限についての必要性が立証された場合には、セーフガードを採用し、研究との関
連性が単なる口実となるような行為にまで権利制限が適用されることのないようにすべきです。
さらに、もしその行為が真に「研究」とみなされる場合であっても、その研究が営利目的のため
に行われているのかどうかということについても検討されるべきです。

ビジネスソフ
トウェアアライ
アンス（BSA)
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「法制問題小委員会平成20年度・中間まとめ」に対する意見

V　第４節　研究開発における情報利用の円滑化について

V-13 現在、当協会においても、視聴者の利便性向上のため、自動字幕の制作システムなど、放送に
関わる様々な技術研究開発を進めています。この過程では、大量のデータの蓄積・処理が必要
な研究もありますが、逐一権利者の許諾を得ることは必ずしも現実的でない場合があります。
従って、中間まとめにあるように、情報解析技術の研究開発目的での著作物利用について、一
定の条件の下で権利制限を行うことは適当だと考えます。なお、これにより権利者の利益が不
当に害されないよう配慮が必要です。

日本放送協
会

V-14 障害者等への情報保障技術の研究開発や、情報保障支援者（手話通訳者、要約筆記者等、録
音図書・デジタル図書製作者等）の養成・訓練等の場面での著作物利用に関し、著作権法上の
課題が生じていることを指摘しておく。
例えば、DAISY（Digital Accessible Information System）準拠のマルチメディア対応のデジタル
図書の製作講習の場面で、教材として使用する著作物や、講習での成果物等の著作権処理に
多くの労力を費やさざるを得ない。もちろん、保護期間の切れたものや、あらかじめ著作権処理
された教材を使用すればこのような問題は生じないが、情報保障支援が必要とされる著作物の
ジャンルはきわめて多岐にわたっており、十分対応しきれないというのが現状である。
また、音声認識による字幕製作の自動化について、その認識精度向上のための研究開発を促
進する必要があるが、著作権法がこのような研究開発の妨げとなることのないよう対応すべき
である。
これらの課題については、知的財産戦略本部等で検討されている「包括的な権利制限規定（日
本版フェアユース規定）」により対処することが可能であるし、「フェアユース」の理念そのものに
も合致するものと考える。

障害者放送
協議会

V-15 出版物として発行される著作物、とりわけ学術的内容を有する著作物は、学術研究あるいは研
究開発の場で読まれ、新たなシステムや製品の開発のために利用されることを目的として創作
されます。「研究開発における著作物の直接複製利用」とは、まさに著作物そのものを本来の
目的で利用することであります。したがって、たとえそれが公的な研究機関において行われるも
のであったとしても、このような利用形態の一部でも権利制限の対象にされるということは、「著
作物の通常の利用を妨げる」ことになりますので、権利制限の対象とされるべきではないと考え
ます。このことは、ベルヌ条約上も認められていないと考えます。また、公的な研究機関におけ
る複製利用を権利制限とするか否か、つまり公益性の観点から権利制限するかどうかというの
は一つの判断基準ではありますが、十分条件ではなく、ベルヌ条約にもそのような判断基準は
ありません。

一方、著作物そのものの享受を目的とするのではなく、研究開発の過程において適法に入手さ
れた著作物が「素材」あるいは「サンプル」として利用されることについて、権利制限の対象とす
ることにはあえて反対はいたしません。
ただし、素材として利用した著作物が研究発表に伴って明示的に公開される場合や、研究開
発、技術開発における産学協同はもとより、後日研究成果が商品化される場合には事前に権
利者の許諾を得るか、あるいは商品化の時点で許諾を得ることが必要であると考えます。

また、著作物そのものが研究開発の成果に含まれていない場合であっても、その研究開発の
成果物が当該著作物の内容と競合し、著作権者及び出版者の利益に影響を与えるようなもの
である場合は、その研究開発に著作物が用いられるときに権利制限を行うべきではないと考え
ます。当初の研究の時点では予想がつかない商用化が行われる可能性もあり、どのような場合
に権利者の利益を害することになるかを類型的に予測することは困難であり、権利制限の規定
を設けるとする場合には、但書として「著作権者等の利益を不当に害する場合はこの限りでな
い」旨の規定が必要であると考えます。

社団法人日
本書籍出版
協会
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V-16 「情報解析分野の研究開発目的での著作物利用について・・・一定の条件の下で権利制限を行
う」（p.46）とする検討結果に概ね賛同する。ただし、分野を限定するにあたっては、予見性を高
める意味で、その対象となる技術の範囲を明確にすることが望ましい。また、早急に結論を得る
必要のある分野を特定して議論する必要性は理解できるものの、本来、研究等における権利
制限は、全ての技術分野について共通に議論されるべき問題である。中間まとめにおいても言
及されているとおり、受け皿としての一般規定の導入についても併せて検討がなされることを期
待する（p.46-47）。
なお、「営利性」の問題については、産学連携等、近年の研究開発の実態を考えると、権利制
限の要件に関して「営利・非営利」の区別をすることに意味があるとは考えがたい。したがって、
3(2)② a「営利・非営利の別」の項で示されているとおり、対象を「非営利」の研究等に限定しな
い考え方に賛成する（p.44）。
また、3(2)②ｂ「著作権者等の利益への影響」の項において、「研究開発に必要なデータベース
等が有償で提供されているような場合」が「著作権者等の利益を害すると考えられる」場合とし
て例示されているが、入手されたデータベースを研究等の目的で利用することが必ずしもその
著作物の表現を利用することになるとは限らず、データベースを構成する個々の情報（それ自
体は著作権によって保護されないものも多い）を解析のためにのみ利用する場合等、常に「著
作権者等の利益を害する」ことになるわけではない。したがって、データベースの有償性のみを
もって権利制限の対象から直ちに除外する考え方には抵抗感を覚える（p.45）。

日本知的財
産協会
デジタルコン
テンツ委員会

V-17 Ｐ４６の「（４）まとめ」に述べられている方針に賛成する。
　なお、本節に関しては、以下の個別意見があった。
・研究開発における複製等の権利制限は「非営利」の条件のもとに規定されるのがよいと思わ
れる。現状でも、研究論文などは多くの場合、「引用」(著作権法32条1項)に該当する場合も多い
と思われ、微細なコンプライアンスのために権利制限規定を複雑化する必要があるのか、という
疑問は存在すると思われる。より根本的に、フェアユースのような一般条項の検討を考えるべき
である。
・特許庁は、公知意匠資料として、雑誌、カタログ等に掲載されている製品の写真等を収集して
データベース化しているが、著作権の関係上、権利者の許可なく公開することができない。この
ため、特許庁は、権利者から許諾を得る事業を委託して行っている。公知意匠資料は、新たな
デザインの開発、あるいは、意匠調査の目的で利用される資料であり、これを権利者に許可無
く公開したとしても雑誌等の著作権者に現実的な経済上の不利益が発生するとは考えにくい。
一方で、このような著作物の利用が制限される結果、委託事業という社会的コストが発生してい
る。このような例も踏まえて、権利制限が許容される範囲を検討すべきである。

日本弁理士
会
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・この項目においては、「研究開発の過程」での著作物の利用について、権利制限の対象とす
べきか否かが検討されている。そして、具体的な論点として、研究開発の分野を特定のものに
限定するのかしないのか、などが上がっている。これにつき、研究開発の成果として得られた技
術について特許権を取得するための活動が、「研究開発の過程」に含まれるのか含まれないの
か、という問題提起をする。研究開発の結果として新たな技術が創作されることは当然であり、
それについて特許権を取得しようとすることも当然である。特許権の取得のための企業内での
活動は、多くの企業では「知的財産部」で行われているが、この「知的財産部」を、「技術開発本
部」等の名称の組織内に置く企業も少なくない。これより、特許取得も研究開発の一過程であ
る、とする見方も世間の少なくとも一部にはあるのだろうと思われる。このため、特許取得活動
が、ここでいう「研究開発の過程」に含まれるのか否か、明確にしておく必要がある。研究開発
の過程で著作物が利用される具体例として例えば、「概要」のP7の「問題の所在」のすぐ下に、
「……著作物をサーバー等に蓄積し、整理・データベース化した上で、そこから必要な情報の抽
出……」と記載されている。してみれば、上記のようにして作成されたデータベースを、特許取
得活動において特許取得の可能性の判断の一助とするため、さらに加工して利用することもあ
りそうに思える。こうした点からも、特許取得活動が「研究開発の過程」に含まれるのか否かを
明確にしておくことに意義がある。現状の「中間まとめ」およびその「概要」には、この点について
の言及は見当たらないので、今後のさらなる検討には、こうした視点を加えていただきたい。
・企業の研究開発に係る著作物利用についてはどのような扱いになるのか。特許法69条1項が
参考になるのではないか。単に複製するから著作権侵害と判断するのではなく、著作権者、著
作者に不利益を及ぼすか否かという点も考慮すべき。このような点からすれば、研究開発にお
ける情報利用は、著作権者、著作者に不利益を及ぼさないものもあるから肯定するものである
と考えられる。

V-18 情報解析技術の進展は情報解析技術そのもののみならず、全ての研究分野においてもはや情
報解析技術が欠かせない要素技術となる現在、最も重視すべき研究開発に着目して早急に結
論を得るべき研究開発分野と結論づけていることを歓迎する。

マイクロソフト
株式会社



 意　　見 個人/団体名
VI-1

ACCJが理解するところによれば、貴小委員会では、以下の行為を認めるように著作権法を改
正することが提案されています。

(1)一定の目的のために著作物を格納すること
(2)ミラーサイトやバックアップ複製物の作成
(3)フィルター技術を伴う使用法での作品の複製（例えば、一般的に子供等にとって有害また
　　は不適切と考えられる特定のサイトや対象を監視・阻止するプログラム）

ACCJは貴小委員会のこの提案を支持するとともに、一時的複製物の許容される形態及び適
用範囲は明確かつ限定的に定義されるよう要請致します。例としては、英国法の下では、複製
物が短期的または付随的なものであり、かつ技術的過程において重要かつ不可欠な一部であ
り、また、かかる複製の目的が以下のいずれかの行為を可能とすることに限定され、更に複製
物自体に独立した経済的価値がない場合には、一時的複製物を作成することによって著作権
が侵害されることにはなりません。

(a)第三者間における媒介を利用したネットワーク内での作品を送信
(b)適法的な著作物の利用

これに加えて、ACCJは、その他の何らかの形態で上記複製が許容される前に、貴小委員会に
は全ての利害関係者の意見を聴取すること、また現在貴小委員会で行われているように、パブ
リックコメント受付の機関を設けて頂くことを要請致します。

在日米国
商工会議所
知的財産委
員会

VI-2
１　キャッシュ等に権利制限することは、賛成であるが、一時蓄積についてはそもそも複製から
除外するべきである。また、一時蓄積について合理的時間を要件とすること自体は許容しうる
ものではあるが、その時間については利用形態によって望ましいキャッシュ保持時間が大きく
ことなり、合理的時間を短くすることは実質的に一時蓄積自体を否定するものになりかねない。
合理的時間については幅のあるものにされたい。

２　通信に伴う蓄積について権利制限とすること自体は賛成である。しかし、これは従前からグ
レーゾーンといわれていたところであり、これを違法視することは世界中をみても例がない。権
利制限規定を限定的におこなうことは他方で残る多くを違法視することになる。これでは、現在
のインターネットを否定するになりかねない。また、現在、必要なところにいかにキャッシュを保
持させて無駄な通信を減らすかという研究が国を挙げて取り組まれており、これらの取り組み
を十分理解したうえで検討されたい。

３　特に、本報告書は「また、Ｐ２Ｐ（ピア・ツー・ピア）型の通信技術を活用し、利用者が著作物
等をアップロードできるファイル交換ソフトにより、違法に著作物が流通している場合において
は、権利者が最初のアップロードをした者に対して権利行使をした後であっても、中継過程の
蓄積及び公衆送信の態様によっては、著作物の違法な流通を助長し、著作権侵害の著しい拡
大を招来する場合がある。」という記載がある。これらの表記は、あたかもＷｉｎｎｙをことさらに違
法視しているかのように読める。しかし、Ｐ２Ｐファイル交換ソフトや中継が著作権侵害を助長し
たのではなく、Ｐ２Ｐファイル共有の効率良い流通がデジタルコンテンツ流通に利用されただけ
である。
　　現在、著作権侵害はＹｏｕｔｕｂｅなどで広くおこなわれているが、このこともキャッシュやＰ２Ｐ
と著作権侵害と直接関係ないことの証左である。Ｐ２Ｐファイル共有ソフトが著作権侵害の拡大
を招来したというのは誤った理解によるものであり、委員会の無理解は見逃しがたいものがあ
り、認識を改めるべきである。また、Ｐ２Ｐファイル共有などで中継がおこなわれた場合、利用者
にはキャッシュが適法な流通かどうか判別する手段がない。Ｐ２Ｐを意図的に除外することは、
実際にはファイル共有システムを違法視することに他ならない。世界的な潮流を無視している
と言わざるを得ない。

MPO法人ソ
フトウェア技
術者連盟

VI-3
　当協会はかねてより、機器利用時に生ずる、また通信の過程生ずるあるいは行われる、所謂
一時的蓄積に対して、複製権を及ぼすべきではないとの意見を申し上げてきております。
　機器利用時の一時的蓄積については、Ｐ．５４（３）の「結論」にあるように、a～ｃの要件を満た
す場合に権利を及ぼさないよう立法的措置を講ずるとする考え方を支持します。
　また通信過程での一時的蓄積についても、早急に検討を進め、立法的措置を講じて頂きたい
と考えます。

社団法人電
子情報技術
産業委員会
著作権専門
委員会

「法制問題小委員会平成20年度・中間まとめ」に対する意見

VI 第5節①　機器利用時における一時的蓄積の取扱いについて
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VI-4
機器利用時における蓄積等は、機器の技術的構造等の観点から、その都度許諾を要すること
は不可能であり、許諾を要さないとしても、著作権者等の通常の利用を妨げたり、正当な利益
を不当に害することにはならない。一方、権利を制限するとしても、１８年報告書の３要件、特に
「合理的な時間の範囲」という限定的な条件を課すと、実態にそぐわないためにかえって悪影
響を及ぼしかねない。
かかる観点から、３要件の見直しを行い、一定の場合には権利を及ぼさないよう立法的措置を
講ずるとする結論に賛成する。ただし、立法化にあたっては、将来の技術発展を阻害すること
のないようにしていただきたい。

ヤフー株式
会社

VI-5
　機器利用時における一時的蓄積については、コンピュータソフトウェアのビジネスモデルの一
形態である「SaaS（サース：インターネット経由でアプリケーション機能を提供するサービスの形
態）」等における利用を鑑み、権利者の利益を不当に害しない範囲の特定を考慮すべきと考え
ます。
　

社団法人コ
ンピュータソ
フトウェア著
作権協会

VI-6 機器利用時における一時的蓄積について、結論として示された要件（p.54）を満たす場合には
権利が及ばないこととすべきとする考えに基本的に賛同する。なお、平成18年報告書にて権利
制限の要件の一つとしてあげられた「合理的な時間の範囲内」という定量的な時間の要素が、
今回法制問題小委員会において再検証された結果、必要条件とはならないと分析されたとお
り、技術の進展に伴い合理的な範囲は変化するものである。条文の検討に際しては、将来の
技術の進展に対してある程度柔軟な対応ができるような規定振りにしていただきたい。

日本知的財
産協会
デジタルコン
テンツ委員
会

VI-7 法制問題小委員会は、①機器利用における著作物の利用及び②ネットワーク上での著作物の
送信という、一時的蓄積のための権利制限が適切である可能性のある2つの状況を検討しまし
た。中間まとめにおいて、前者に関する議論は、後者に関する議論よりも具体的な議論のよう
です。
(A) 機器利用時における著作物の利用
小委員会は、一時的蓄積が、著作物の視聴等に係る技術的過程において生じる、付随的又は
不可避的で、一時的蓄積の行為が、当該行為及び当該技術の性質に照らして適切かつ合理
的である場合には、一時的蓄積を著作権保護対象から除外することを提案しています。一般論
として、BSAは、利用者が権利者から利用を許諾されている著作権保護されたコンテンツにつ
いて、その適法な複製物を利用することを著作権が妨げるべきではないと考えています。利用
者にこのことを許容するために、一時的蓄積についての著作権の権利制限が必要なのであれ
ば、BSAは、適切に限定された権利制限を支持します。この場合の権利制限は、コンテンツの
許可された提供の過程における適法なコピーから生ずる一時的蓄積に限定されなければなり
ません。

ビジネスソフ
トウェアアラ
イアンス
（BSA)

VI-8
Ｐ５４の「（３）結論」及びＰ６２の「（４）検討結果」にそれぞれ示された方針に対して賛成である。

日本弁理士
会

VI-9 機器利用時の一時的蓄積についての貴委員会の結論に賛成する。また、通信の円滑化・効率
化等を目的として、通信の過程における蓄積等の行為についても権利制限をすべきとの結論
にも賛成する。

マイクロソフ
ト株式会社



 意　　見 個人/団体名
VII-1 　また、通信過程における蓄積等については、P2P型の通信技術を活用したファイル共有ソフトに

ついては、中継過程の蓄積及び公衆送信の態様によっては、著作物の違法な利用を助長するこ
とから、同態様については、権利を及ぼさない対象から除外すべきことを強く求めます。
　当協会としては、P2P型通信を利用したファイル共有ソフトにおいて、同ネットワークを使用して著
作物を「受診」する者が、違法であることをほとんど意識せず、技術的にかつ自動的に送信・再送
信の役割を担っていることが、違法な著作物の大量かつ恒常的な流通を助長・促進しているという
実情を、ご認識いただきたいと考えます。
　この点に関して、中間報告60頁3．(3)②イには、なお書きとして、「P2P型通信を用いた著作物等
の送受信については、送信者から送信される著作物等を受診して複製を行う受診者の端末内に
て当該受診により自動的に作成された複製物がさらに他者に送信される場合があるが、通信の技
術体系から見た場合、当該受診者の端末からの送信行為は、通信ネットワークの負荷分散につ
ながる側面を有するものであり、当該受診者の端末における複製及び送信行為について権利を
及ぼさないことが事業者及び利用者の法的安定につながる」との意見がなされた旨、記述してあ
りますが、同項目「しかし」以降に、同種の通信過程における蓄積等については、本ワーキングで
定義した通信の過程における蓄積等に含まれず、検討対象としていない旨記述がなされており、
当協会としては、本報告の結論部分を支持します。

社団法人コ
ンピュータソ
フトウェア著
作権協会

VII-2 　１　キャッシュ等に権利制限することは、賛成であるが、一時蓄積についてはそもそも複製から除
外するべきである。また、一時蓄積について合理的時間を要件とすること自体は許容しうるもので
はあるが、その時間については利用形態によって望ましいキャッシュ保持時間が大きくことなり、
合理的時間を短くすることは実質的に一時蓄積自体を否定するものになりかねない。合理的時間
については幅のあるものにされたい。
　２　通信に伴う蓄積について権利制限とすること自体は賛成である。しかし、これは従前からグ
レーゾーンといわれていたところであり、これを違法視することは世界中をみても例がない。権利
制限規定を限定的におこなうことは他方で残る多くを違法視することになる。これでは、現在のイ
ンターネットを否定するになりかねない。また、現在、必要なところにいかにキャッシュを保持させ
て無駄な通信を減らすかという研究が国を挙げて取り組まれており、これらの取り組みを十分理
解したうえで検討されたい。
　３　特に、本報告書は「また、Ｐ２Ｐ（ピア・ツー・ピア）型の通信技術を活用し、利用者が著作物等
をアップロードできるファイル交換ソフトにより、違法に著作物が流通している場合においては、権
利者が最初のアップロードをした者に対して権利行使をした後であっても、中継過程の蓄積及び
公衆送信の態様によっては、著作物の違法な流通を助長し、著作権侵害の著しい拡大を招来す
る場合がある。」という記載がある。
　これらの表記は、あたかもＷｉｎｎｙをことさらに違法視しているかのように読める。しかし、Ｐ２Ｐ
ファイル交換ソフトや中継が著作権侵害を助長したのではなく、Ｐ２Ｐファイル共有の効率良い流
通がデジタルコンテンツ流通に利用されただけである。
現在、著作権侵害はＹｏｕｔｕｂｅなどで広くおこなわれているが、このこともキャッシュやＰ２Ｐと著作
権侵害と直接関係ないことの証左である。Ｐ２Ｐファイル共有ソフトが著作権侵害の拡大を招来し
たというのは誤った理解によるものであり、委員会の無理解は見逃しがたいものがあり、認識を改
めるべきである。また、Ｐ２Ｐファイル共有などで中継がおこなわれた場合、利用者にはキャッシュ
が適法な流通かどうか判別する手段がない。Ｐ２Ｐを意図的に除外することは、実際にはファイル
共有システムを違法視することに他ならない。世界的な潮流を無視していると言わざるを得ない。

MPO法人ソ
フトウェア技
術者連盟

VII-3 また、通信過程における蓄積等についても、通信の円滑化、効率化等の観点から、権利が及ばな
いとする方向性に賛成する。
ただし、Ｐ２Ｐ型通信を、今回の検討対象外とし、「通信の過程における蓄積」に含まれないとした
点については、反対である。Ｐ２Ｐ通信技術は、負荷分散を行うことにより、通信の円滑化、効率化
を可能とするいわば中立的な技術であり、これのみを検討対象外とすることは、妥当性を欠く。将
来の技術の発展を阻害することのないよう、その他の通信と同様に取り扱うべく、早急に議論を
行っていただきたい。

ヤフー株式
会社

「法制問題小委員会平成20年度・中間まとめ」に対する意見

VII 第5節②　通信を巡る蓄積等の行為に関する法制上の論点について



 意　　見 個人/団体名

「法制問題小委員会平成20年度・中間まとめ」に対する意見

VII 第5節②　通信を巡る蓄積等の行為に関する法制上の論点について

VII-4 また通信過程での一時的蓄積についても、早急に検討を進め、立法的措置を講じて頂きたいと考
えます。

具体的な規定のあり方につきましては、P.61の「ウ　具体的な規定のあり方」の整理にもありますと
おり、ⅱ）の権利を及ぼさない対象を機能ごとに列挙する方法は、列挙から外れた機能について
反対解釈がなされる可能性があり、加えて新たな技術への迅速な対応が困難であるなどの弊害
があると考えます。したがって、具体的に規定化を行うに際しては、その規定の存在により、将来
の技術開発の障害とならないよう、十分配慮をしていただき、結論を導いてくださるようお願いいた
します。

また、Ｐ２Ｐ型の通信技術に関連して、「権利を及ぼさない対象からは除外」とされていますが、通
信の中継過程で蓄積される違法複製物について、物理的に蓄積をする可能性のある者に対して
違法複製物の探査義務が生ずることのないように、立法時の配慮をお願いいたします。
なお、一部の違法著作物の流通実態に着目されることにより、Ｐ２Ｐ型の通信技術が著作権侵害
を助長する技術のように認識される傾向がありますが、技術自体はネットワーク効率を高めたり、
通信トラフィックの負荷分散を実現したりするなど、通信インフラを支える技術としては非常に有望
な技術であることから、本小委での議論においても、その点ご留意のうえ、検討の継続をしていた
だくようお願いいたします。

社団法人
電子情報技
術産業委員
会著作権専
門委員会

VII-5 　「文化審議会著作権分科会法制問題小委員会平成２０年度・中間まとめ」の第5節３（３）②イｄ項
（６１ページ）において、「また、Ｐ２Ｐ（ピア・ツー・ピア）型の通信技術
を活用し、利用者が著作物等をアップロードできるファイル交換ソフトにより、違法に著作物が流通
している場合においては、権利者が最初のアップロードをした者に対して権利行使をした後であっ
ても、中継過程の蓄積及び公衆送信の態様によって、著作物の違法な流通を助長し、著作権侵
害の著しい拡大を招来する場合がある」との記述があり、この場合は、「権利制限からは除外され
るものであると整理される」となっていますが、そもそも、第5節３（３）②イ項のなお書きとしてＰ２Ｐ
型通信を用いた著作物等の送受信については、「本ワーキングで定義した通信の過程における蓄
積等には含まれず、今回の検討対象とはしていない」としていながら、あえてこの
ような説明を行う必要性はないと考えます。
　また、第5節３（３）②イｄ項は、P2Ｐ型通信技術を使ったソフトについての明確な定義もなく、Ｐ２Ｐ
型の通信技術を活用したフリーのファイル交換ソフトを想定された記述のように思われますが、近
年の商用として開発され、コンテンツの保守・管理のできるＰ２Ｐ映像配信ソフト製品等において
は、著作権保護が前提として開発されており、管理サーバから問題のある著作物の削除を行う等
により以降の流通を制限する等の機能を備えたものが多く、例示のように著作権侵害の著しい拡
大を招く恐れは非常に少なくなっています。
　従いまして、過去の特異な事例が、Ｐ２Ｐソフトの一般的な事柄として読者に誤解を与えることが
危惧され、ひいてはＰ２Ｐ関連産業並びにＰ２Ｐ技術の発展の阻害につながること等が懸念される
ため、この項については削除していただくのが適当ではないかと考えます。

P2Pネット
ワーク実験
協議会

VII-6
(B)  ネットワークを介した著作物の送信
小委員会は、通信の円滑化・効率化を目的とする場合（例：キャッシング）、信頼性向上を目的とす
る場合（例：ミラーリング、バックアップ）、「社会的要請」（例：フィルタリング）の充足を目的とする場
合には、一時的蓄積を著作権保護から除外することを提案しています。
BSAは、このトピックはまだ法改正には時期尚早と考えています。この提案に関する議論はいまだ
に漠然としており不明確です。例えば、この権利制限は一般要件を定めるのか、個別の目的に言
及するのか、又はその両方なのか、不明確です。この権利制限が媒介者のみに利益をもたらすこ
とを意図しているのか、それともそれ以外の、より直接的に通信に関与した者に対して利益をもた
らすことを意図しているのか、不明確です。「社会的要請」などという概念は不当に曖昧で、さらな
る議論の余地があります。米国著作権法512条において採用しているような責任制限と異なり、著
作権の権利制限がなぜ必要なのかということも不明確です。

ビジネスソフ
トウェアアラ
イアンス
（BSA)
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VII-7
　通信過程における蓄積等については、①通信の円滑化・効率化、②提供する通信ネットワーク
の信頼性向上、③社会的要請の充足等を目的として、通信の過程における蓄積等の行為及び通
信に付帯して行われる蓄積等の行為に対して権利が及ばないこととすべきとする検討結果に基本
的に賛同する。これらの蓄積等は、権利者の正当な利益を必ずしも不当に害するものではなく、一
定の公益性を備えるものだからである。ただし、この通信過程における蓄積等についての中間ま
とめの記述は、全般的に曖昧な部分が多いため（特に③の社会的要請の充足目的の範疇）、具
体的な条文設計にあたっては、権利者の利益を不当に害しないよう、要件が明確に規定されるこ
とを希望する。と同時に、機器利用時の一時的蓄積等の場合と同様、将来の技術の進展に対して
もある程度柔軟に対応できるように配慮いただきたい。
　なお、通信過程における蓄積等に関連して言及されている著作物等の違法な流通の問題
（p.59、60）については、当該蓄積等を行う者に過大な負担を負わせることは現実的ではなく、原則
として権利を及ぼさないが、権利者の受ける不利益等との調整を図るため、その事実を「知ってい
た場合又は知ることができたと認めるに足りる相当の理由がある場合」にはプロバイダ責任制限
法との整合性を確保するとの点に賛成する。ただし、その運用にあたっては、通信ネットワークの
中立性、通信の秘密の保護等との調整を図る必要があると考える。

日本知的財
産協会
デジタルコン
テンツ委員
会

VII-8
Ｐ５４の「（３）結論」及びＰ６２の「（４）検討結果」にそれぞれ示された方針に対して賛成である。

日本弁理士
会

VII-9
機器利用時の一時的蓄積についての貴委員会の結論に賛成する。また、通信の円滑化・効率化
等を目的として、通信の過程における蓄積等の行為及び通信に付帯して行われる蓄積等の行為
についても権利制限をすべきとの結論にも賛成する。

マイクロソフ
ト株式会社
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VII-10
　これまで議論されてきた個別の権利制限規定では、著作権法改正による対応を待つため、時間
がかかるという問題があります。　その一方で、MYUTAや録画ネットといった、ネットの長所を活用
した新しいサービスの試みは、実質的に私的使用の範囲でユーザーの利便性を上げているだけ
であるにもかかわらず、形式的な理由で複製権侵害とされてしまっています。　海外と国内との
ネットサービスの格差を埋めるためにも、国内で挑戦的な事業者が登場でき、足を引っ張られない
環境を整備する必要があります。

「イ、立法措置に対する許容性を判断する上での留意点のb」について

　機器利用時・通信過程における蓄積等に関する議論の方向性は、妥当性が高いものとして高く
評価するものであります。しかしながら60ページ「イ -b」における通信の過程における蓄積等及び
通信に付帯する蓄積等の行為に対して、その内容および元ソースの入手経路などを鑑みて違法
性を問うというのは、前段での妥当性のある議論の方向性からは逸脱しているように思えます。
また「知っていた場合又は知ることができたと認めるに足りる相当の理由がある場合」に関して、プ
ロバイダ責任制限法との整合性を確保するということは、権利者がいわゆる「情を知っていたか」
を証明できない限り、プロバイダはアクセスログを提供することはないという点を明確にすべきで
あろうと思われます。
　さらに本筋の問題として、仮にこれらの蓄積行為を違法化したとしても、蓄積された情報を権利
者が回収することは困難であることから、現行の公衆送信権で対応可能な一次送信者の特定と
比較してどれだけ有効性のある方策であるか疑問です。また違法とされるファイルに触れただけ
で、万単位の消費者が一度に違反者となるようなあり方は、法的安定性を著しく欠くものであると
言えます。

無限責任中
間法人イン
ターネット先
進ユーザー
の会
（MIAU)

「イ、立法措置に対する許容性を判断する上での留意点のd」について

　61ページ「イ-d」では、P2P型の通信技術を活用したファイル交換ソフトにおける中継過程は、権
利者の権利が及ぶものであるとされています。しかしながらP2Pの利用者にとっては、自分で利用
しようと思っていない単なるキャッシュに過ぎないデータの中身が、違法か否かを知る術がありま
せん。単に P2Pソフトの利用者であるというだけで違法とされる可能性が否定できない点で、P2P
技術の利用・発展を萎縮させることとなり、この整理には問題があると言えます。
　一方その後段では、「著作物等の提供及び享受自体に関わる行為」である場合は「今回の検討
対象とはしていない」としており、論旨に整合性がありません。仮に「著作物等の提供及び享受自
体に関わる行為」が、著作権者自らが合法的配布のために行なった行為であるとする場合、利用
者は「良いキャッシュ」が生成されれば適法だが、「悪いキャッシュ」が生成されれば違法ということ
になります。これはP2Pのあり方としては大変不自然なものであり、このような規制はインターネッ
トの新たな技術発展を阻害し得るものであります。



意  見 個人/団体名
VIII-1

　文章内に「権利制限の一般条項（いわゆる日本版フェアユース）をはじめ、著作権法制に関係する
種々の課題についても検討が進められている。」とあるが、上記文章では障害者への情報提供に対
しての検討が含まれているのかと疑問に感じてしまう。
　「平成20年度中間まとめ」の中でも、障害者への情報提供に対しての事が一言しか掲載されていな
いのは遺憾に感じる。
　まとめを読んだこちら側が障害者への情報提供問題に対し検討されてきているだろうと推測する必
要が無いよう配慮していただき、一般な人はいろいろな媒体で普通に情報を得ている環境があるの
に比べ、障害者は情報を得るにあたり様々な問題（音声解説、副音声、手話放送、文字放送）が生じ
ており、著作権分科会でも検討題材として取り扱っている事を、障害者にはもちろんの事、世間の
方々にも理解していただけるよう配慮していただきたい。

社会福祉法
人
日本盲人連
合会

VIII-2
　「権利制限の一般条項（日本版フェアユース）」の検討は基本的な権利制限の要件であるベルヌ条
約との関係から考えれば必然的なものであり、検討に値するものと思います。しかし、この問題が提
起された背景は、現在著作権法において権利制限となっていない項目についてその範囲を広げると
ころにあり、その検討は慎重に行うべきと考えます。日本版フェアユースの考え方に反対するもので
はありませんが、もしその検討を行うのであれば、現在権利制限となっている図書館利用（31条）、教
育目的利用（35条）の範囲についても当然のこととして見直しを行い
、それらの権利制限がフェアユースの範囲に納まるもの、あるいはフェアユースとしての取り扱いを
受ける範囲について当事者間の合意が形成される便法まで含めて検討を進めることが必要です。
　現在の著作権法における図書館利用（31条）、教育目的利用（35条）等の権利制限は基本的に複
写の形態だけを判断基準としており、複写の実態（複写の量、範囲、図書館における営利目的利用
等）が内容的にフェアであるかどうかの判断基準が備わっていません。欧米のフェアユース規定との
比較においても日本のこれらの権利制限は範囲が広すぎると考えられ、その見直しも含めて検討す
べきと考えます。

株式会社医
学書院

VIII-3
　　現在、日本版フェアユースの創設が検討されている。これは、現在のいびつな著作権法の構造を
ドラスティックに修正することが期待されており、速やかな立法化をされたい。また、検索エンジン等
の権利制限も検討事項としてあがっているが、速やかに立法化されたい。

MPO法人ソ
フトウェア技
術者連盟

「法制問題小委員会平成20年度・中間まとめ」に対する意見

VIII 第6節　その他の検討事項
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「法制問題小委員会平成20年度・中間まとめ」に対する意見

VIII 第6節　その他の検討事項

VIII-5
　私たちMIAUは、法制問題小委員会で対処すべきと結論された権利制限についてはすみやかに法
改正を行ない、さらに個別規定では追いつかない分野についての懸念を解消するべく、フェアユース
の一般規定を導入することを求めます。

無限責任中
間法人イン
ターネット先
進ユーザー
の会
（MIAU)

VIII-4
【意見の要旨】
　権利制限の一般条項（いわゆる日本版フェアユース）を追加するには、その経済効果や代替手段
の有無等、規定追加の必要性を充分に検討することを要望いたします。
　また、必要性有りと判断された場合には、その制度設計において、(1) 国際ルールとの調和を尊重
すること、(2) 権利者の損失を未然に防ぐ措置および権利者の救済を容易にする措置を併せて導入
すること、(3) 国際ルールに照らして妥当性を欠く現行法の個別権利制限規定を改正すること、を要
望いたします。

【理由】
１．権利制限の一般条項の追加の妥当性及び必要性について
　「文化の発展に寄与する」という著作権法の目的を、より実効化する法改正に反対するものではあ
りませんが、権利制限の一般条項の追加が本当に「文化の発展に寄与」するかどうか、「文化の発展
に寄与する」ためにはどのような規定であるべきかは充分な検証が必要だと思われます。
　したがいまして、権利制限の一般条項の追加の検討にあたっては、その制限により得られる利益と
著作権者に与える影響等の経済効果の有無等、権利制限の一般条項追加の妥当性を充分にご検
討くださいますようお願いいたします。
　その際、研究目的の利用や検索エンジン等は、個別の権利制限規定で対応できるように思われま
すので、個別の権利制限規定での対応が不可能なのかどうかも、充分に検討していただくことを要
望いたします。
　なお、条約の考え方の遵守という枠組みを尊重すべきですから、スリーステップテストの要件の充
足等、権利制限の一般条項の条約適合性についても慎重なご検討を要望いたします。

２．権利制限の一般条項追加の場合に採られるべき条件整備
　権利制限の一般条項を追加する場合には、フェアユース規定により権利制限の対象となる具体的
行為に関するガイドラインの策定等、行き過ぎないし誤った拡大解釈（その伝播）による権利者の損
失を未然に防ぐ措置を併せて講じることもご検討いただくよう要望いたします。
　特に、権利制限規定の条約適合性を担保するため、スリーステップテストに適合することが権利制
限の条件であることを権利制限の一般条項に明記するよう要望いたします。
　また、著作権の制限を実質的に広げる方向の規定を追加するのであれば、権利者による権利侵害
の救済行為を容易にするような法制度(法定損害賠償制度等)の導入も併せて検討していただくこと
も要望いたします。

３．国際ルールに沿った現行法の権利制限規定の改正について
　現行法の個別制限規定には、条約上のスリーステップテストの基準や米国のフェアユースの基
準に照らしても妥当性を欠く規定があります（著作権法30条や38条１項等）ので、それらの規定
の改正を要望いたします。

社団法人日
本映像ソフト
協会
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VIII-7 ３　「中間まとめ」における権利制限の一般規定への言及箇所全般に対する意見
（1） 主旨
知的財産戦略本部「デジタル・ネット時代における知財制度専門調査会」による「デジタル・ネット時
代における知財制度の在り方」（報告案）で提案されている権利制限の一般規定については、提案
内容に様々な問題が指摘されていることから、仮に検討が必要であったとしても、そのような問題点
を含め、社会的背景や必要性を十分踏まえた上で慎重に検討を進めることが必要です。

（2） 理由
「中間まとめ」では、随所に知的財産戦略本部「デジタル・ネット時代における知財制度専門調査会」
が10月30日に公表した「デジタル・ネット時代における知財制度の在り方」（報告案）（以下「報告案」
という。）に記載されている権利制限の一般規定（日本版フェアユース規定）の検討に言及されていま
す。
しかしながら、報告案には次のような問題があります。
① 審議の過程で関係者の意見の聴取が公平かつ十分には行われていない。
② 日本版フェアユース規定の定義が不明確である。
③ 同規定の導入によって紛争が多発する恐れがあり、その場合著作権者側の負担が一方的に増
大する。
④ 同規定の適用を意図している範囲がビジネスにまで及んでおり、いわゆる権利制限の一般規定
の適用範囲を逸脱している。
特に④について報告案は、日本版フェアユース規定の導入の理由として、ビジネスの法的安定性を
高める必要性や、新規分野への技術開発等に対する萎縮効果の解消を挙げていますが、そのよう
な効果があるのかどうかについて、具体的な例を挙げての検証がなされているわけでもありません。
このように適用範囲が広範に及ぶ制限規定を導入すれば、著作権者の利益を不当に害するビジネ
スの免責の主張に利用されかねず、いたずらに混乱を招く恐れがあります。したがって、到底容認で
きるものではありません。
こうした問題から、仮に日本版フェアユース規定に関する検討を行う必要があったとしても、権利制
限の一般規定を法制化する必要性の有無につき、諸外国との法的、社会的環境の違いや、導入が
もたらす効果の実例に即した検証を踏まえたうえで、関係者の意見を十分聴取しつつ、慎重に議論
すべきです。

《参考：「中間まとめ」におけるフェアユース言及箇所》
P8－9　第１節 ３（２）        P46 　第４節 ３ （３）及び（５）             P63 　第６節

社団法人日
本音楽著作
権協会

VIII-8
権利制限の一般条項（いわゆる日本版フェアユース）の導入は、著作権等の保護と利用とのバラン
スを図るという意味においても、また、デジタル化・ネットワーク化社会の進展や技術革新のスピード
に対応するという点においても、必要不可欠であり、早急な検討を進めていただきたいと考える。

ヤフー株式
会社

VIII-9
　本小委員会における昨今の権利制限規定の検討においては、著作権法がビジネスの進行を停滞
させていることを理由に課題の検討が行われている場合が少なくないと感じられます。
　この点につき、権利者としては、インターネット配信等、著作物が適法に流通する過程において、技
術的にやむを得ず発生し、勝つ著作物の内容が無断で享受されない等の状態が確保されている状
況での複製などに対しては、例えそれが、厳密に解釈すれば法律に規定していない複製（違法と判
断される可能性のある複製）であったとしても、ほとんどの場合は問題視しておりません。
　一方で、権利者が真に懸念を抱いている点は、包括的に権利制限がなされることによって、著作物
のない用を享受することが主たる目的として行われる違法な流通までもが適法になってしまう、加え
て、弱小の権利者が問題視している利用形態であったとしても訴訟等で争えないことや立法の際に
意見が採り入れられないことによって、適法となってしまう可能性が否定できない点です。
　今後の権利制限規定のあり方については、一般規定も含めて十分な検討が必要となることはもち
ろんですが、制限規定の新たな「整備」によって、違法行為（権利者が権利行使する対象とすべき侵
害）を想定外に適法としないよう、より慎重に吟味し議論していただきたいと考えます。

社団法人コ
ンピュータソ
フトウェア著
作権協会
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VIII-10 「知的財産推進計画2008」において今年度中に結論を得るべきこととされている、権利制限の一般
条項（いわゆる日本版フェアユース）については、もっぱら「商用利用」の観点のみからの検討が先行
しているように見受けられるが、教育や障害者等の情報保障などといった公益性の高い事項につい
ても、十分な検討がされるべきである。

障害者放送
協議会

VIII-11 通信・放送の総合的な法体系に関する検討において、著作権制度の見直しは、避けて通れない重要
課題の一つであり、「時宜を逃さずに検討を続ける」とする点につき、賛同する。
また、知的財産戦略本部／デジタル・ネット時代における知財制度専門調査会における議論の動向
を見据え、必要に応じて検討を行うとする点につき、これを支持する。
特に、現行の限定列挙型の権利制限規定だけでは、技術革新のスピードやデジタル化・ネットワーク
化社会の進展にもはや対応し切れなくなってきており、かかる環境の変化に迅速に対応して日本の
産業競争力を高めていくためには、権利制限の一般条項（いわゆる日本版フェアユース）の導入は
必要不可欠である。いわゆる日本版フェアユース規定の具体的な要件（射程範囲）をどのように設計
するかについては、さらなる検討が必要と考えるが、その導入については早急な対応を進めていた
だくことを要望する。
なお、本年度の中間まとめにおいては言及されていないものの、昨年度（平成19年度）の中間まとめ
において権利制限を行うことが適当と報告された事項（例えば、薬事関係）についても、あわせて具
体的な検討と対応を進めていただくことを希望する。

日本知的財
産協会
デジタルコン
テンツ委員
会

VIII-12 知的財産戦略本部において、権利制限の一般条項（いわゆる日本版フェアユース）の検討が進めら
れているとのことですが、これは、日本の著作権法制における権利制限規定の在り方そのものにも
影響を及ぼす可能性のある大きな問題であり、慎重な検討が必要であると考えます。特に、一般条
項の導入を求める意見の多くは、権利制限の拡大を要望する一環として主張されていると思われ、
その意味からも権利者としては憂慮せざるを得ない状況にあります。現行の制限規定は、欧米諸国
における規定と比較して、より広い範囲での自由利用を認めていると認識しており、権利者側では、
文化審議会著作権分科会に権利制限の縮小を求めているところであります（学校等の教育機関にお
ける複製に対する補償金制度の要望、図書館利用者に対する複製物の提供から商業目的を除外す
ること等）。
　また、最近の社会動向をみると、著作物利用者の利便性を向上させるという側面が、「著作物の創
造と伝達に携わる者を保護する」という著作権法本来の目的に増して重視されている傾向がありま
す。もとより、保護と利用とのバランスを保つことが重要であることも十分理解しておりますが、このよ
うな状況にあって、「公正な利用」という指標がともすれば利用の促進という方向にのみ偏して解釈さ
れてしまうことを危惧いたします。
　また、いうまでもなく、英米における「フェアユース」あるいは「フェアディーリング」は、長年にわたる
多くの判例の積み重ねによって確立されてきた制度であり、これが日本における裁判制度およびそ
の運用実態に適合するかどうかという検証も必要です。
　以上のような観点をご配慮いただき、文化審議会著作権分科会においても関係者の意見を十分に
聴取した上で慎重なご検討が行われることを切望いたします。

社団法人日
本書籍出版
協会



意  見 個人/団体名

「法制問題小委員会平成20年度・中間まとめ」に対する意見

VIII 第6節　その他の検討事項

VIII-13 「文化審議会著作権分科会法制問題小委員会中間まとめ」に関し、以下のとおり意見を申し述べま
す。

【意見の要旨】
　権利制限の一般条項（いわゆる日本版フェアユース）を追加するには、その経済効果や代替手段
の有無等、規定追加の必要性を充分に検討することを要望いたします。
　また、必要性有りと判断された場合には、その制度設計において、(1) 国際ルールとの調和を尊重
すること、(2) 権利者の損失を未然に防ぐ措置および権利者の救済を容易にする措置を併せて導入
すること、(3) 国際ルールに照らして妥当性を欠く現行法の個別権利制限規定を改正すること、を要
望いたします。

【理由】
１．権利制限の一般条項の追加の妥当性及び必要性について
　「文化の発展に寄与する」という著作権法の目的を、より実効化する法改正に反対するものではあ
りませんが、権利制限の一般条項の追加が本当に「文化の発展に寄与」するかどうか、「文化の発展
に寄与する」ためにはどのような規定であるべきかは充分な検証が必要だと思われます。
　したがいまして、権利制限の一般条項の追加の検討にあたっては、その制限により得られる利益と
著作権者に与える影響等の経済効果の有無等、権利制限の一般条項追加の妥当性を充分にご検
討くださいますようお願いいたします。
　その際、研究目的の利用や検索エンジン等は、個別の権利制限規定で対応できるように思われま
すので、個別の権利制限規定での対応が不可能なのかどうかも、充分に検討していただくことを要
望いたします。
　なお、条約の考え方の遵守という枠組みを尊重すべきですから、スリーステップテストの要件の充
足等、権利制限の一般条項の条約適合性についても慎重なご検討を要望いたします。

社団法人日
本映像ソフト
協会

２．権利制限の一般条項追加の場合に採られるべき条件整備
　権利制限の一般条項を追加する場合には、フェアユース規定により権利制限の対象となる具体的
行為に関するガイドラインの策定等、行き過ぎないし誤った拡大解釈（その伝播）による権利者の損
失を未然に防ぐ措置を併せて講じることもご検討いただくよう要望いたします。
　特に、権利制限規定の条約適合性を担保するため、スリーステップテストに適合することが権利制
限の条件であることを権利制限の一般条項に明記するよう要望いたします。
　また、著作権の制限を実質的に広げる方向の規定を追加するのであれば、権利者による権利侵害
の救済行為を容易にするような法制度(法定損害賠償制度等)の導入も併せて検討していただくこと
も要望いたします。

３．国際ルールに沿った現行法の権利制限規定の改正について
　現行法の個別制限規定には、条約上のスリーステップテストの基準や米国のフェアユースの基準
に照らしても妥当性を欠く規定があります（著作権法30条や38条１項等）ので、それらの規定の改正
を要望いたします。
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VIII-14 5. フェアユース
近い将来、法制小委員会がフェアユースについて検討する可能性があるとBSAは認識しています。
フェアユースは、英米の著作権では重要な部分です。裁判官が、変化する技術やビジネスモデルの
要請に対応することを可能にしてきた、フレキシブルな理論です。
フェアユースはコモンローに由来する考え方です。米国の裁判所は1世紀以上、フェアユース理論を
適用してきましたが、著作権法に成文化されてからは約30年余りに過ぎません。特定の事実の場合
に、許諾を受けていない著作物の利用が認められるべきかどうかを判断するという大幅な裁量を裁
判官に認めるものです。使用の性質、著作物の性質、著作物の使用された分量及び実質性、並びに
その使用が市場又は著作物の価値に及ぼす影響等のファクターを検討して判断するのです。
フェアユース規定は何十年もかけて数多くの判決の積み重ねにより形成されてきたものです。従っ
て、当然のこととして、フェアユース法理はかなり複雑なものです。
フェアユースの主な利点の一つは、その柔軟性です。しかし、柔軟であることにより、根本的に予見
可能性が低くなります。裁判官が判断をするまでは、ある行為がフェアユースに該当するのかどう
か、誰も確信をもつことができません。もし指針があるとしたら、それは膨大な判例の蓄積の中に見
出せるでしょう。
日本の著作権法にはすでに具体的な権利制限規定（例えば私的複製など）が存在しているにも関わ
らず、なぜ日本がフェアユースの導入を検討しているのか、我々にはよく理解できません。既にコメン
トした通り、著作権の基本的な諸権利についての権利制限は、根拠のある必要性に基づくものであ
るべきで、かつ細心の注意を払って規定されるべきです。
総じて、日本のような大陸法系の法制度に、フェアユースのようなコモンローの概念を導入すること
は困難であり、問題があると考えます。依拠すべき何十年もの判決の積み重ねがない状況では、日
本の裁判所はフェアユース規定を適用するにあたって信頼できる指針が乏しい状態に陥るでしょう。
結局、フェアユースを日本の法制度に導入することは、不確実性が増すことになり、著作権者及び著
作物の利用者の双方にとって損害となるのではないかと懸念しています。

ビジネスソフ
トウェアアラ
イアンス
（BSA)

VIII-15 本節に関しては、以下の個別意見があった。
・権利制限の一般条項（日本版フェアユース）を立法化すること自体には賛成である。もっとも、先ず
は、必要に応じて新たな権利制限の個別条項を速やかに立法化した上で、それを含む権利制限の
個別条項全体の趣旨・考慮要素・要件等を詳細に検討しつつ、権利制限の一般条項（日本版フェア
ユース）についていわゆる受け皿規定としての趣旨・考慮要素・要件等を慎重に検討すべきである。
・フェアユースに関する規定を設けるとすると、現行の著作権法30～47条の3との関係はどのように
なるのか、また、著作権法の条文では「利用」と「使用」が使い分けられているが、これらとどのような
関係になるのか、混乱が生じないようにする必要がある。

日本弁理士
会

VIII-16 　・「通信・放送の在り方の変化への対応」の議論に当たっては、次の事項についての検討をお願い
したい。
　・ケーブルテレビやIPマルチキャスト放送による放送の同時再送信は、情報の伝達経路の複数化
であるが、権利的にはケーブルテレビ等が大きなリスクを負う形で行われている。すなわち、放送さ
れる膨大な著作物について個別に事前許諾を得ることが不可能なことが明白であるにもかかわら
ず、一部の団体の管理著作物のみについて、包括的事前許諾を得ている状況である。
・法律上このリスクを解消するために、同時再送信に限っては著作者の権利を報酬請求権とし、権利
者は、著作物の分野ごとに文化庁長官が指定するただ一つの団体を通じてのみ権利が行使できる、
または、指定する団体が存在しない分野については、原放送局を通じてのみ権利を行使できるもの
とする必要がある。
・放送実演について、同時再送信による有線放送等にも報酬請求権が創設されたが、これについ
て、権利を行使できるものがレコードの二次使用のように「文化庁長官が指定する団体」となっていな
いことが、業界に混乱を引き起こしている。ケーブル事業者にとっては法律の不備と言いたいところ
である。早急に追加されたい。

社団法人
日本ケーブ
ルテレビ連
盟
著作権特別
委員会
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VIII-17 また、併せて検討されているフェアユースについても、こうした技術開発の進展を促進する観点から、
著作権者の利益を損なわない範囲においてその導入を検討することに賛成する。またその際には米
国法で掲げられる４つの原則、①利用の目的と性格(利用が商業性を有するか、非営利の教育目的
化という天も含む)②著作権のある著作物の性質③著作物全体との関係における利用された部分の
量及び重要性④著作物の潜在的利用又は価値に対する利用の及ぼす影響に沿った一般規定を置
くことを礎としたうえで、個別の制限規定との関係性を整理することが必要と思料。

マイクロソフ
ト株式会社



 意　　見 個人/団体名
IX-1 １．意見

今回の「文化審議会著作権分科会法制問題小委員会平成20年度・中間まとめ」においては、平
成20年1月30日開催の第24回著作権分科会において、継続して検討することが報告・了承され、
また、知的財産推進計画2007の中でも、2007年度中に結論を得るとされております、「薬事関係
の権利制限」に関して、未だ審議が再開されず、本中間まとめにおいても何ら言及されていないこ
とに、大変危惧を感ずるものであります。
また、政府の知的財産戦略本部は、教育・研究等で公正な利用と判断される事例については、権
利制限を導入することが適当であるという報告案を作成し、米国等で既に制定済みのフェアユー
ス規定立法化の動きも出てきております一方で、国民の生命に関連する非常に公共性の高い薬
事関係の権利制限に関して、本年度審議が再開されず、中間まとめにも何ら言及がなされていな
いことにつき、誠に遺憾であります。
国民の福祉と公衆衛生向上のため立法化された我国固有の法制である薬事法の情報提供義務
にしたがい、情報を必要とする医療現場に最適な情報を迅速に提供するために、速やかな権利
制限の法制化を望むのであり、この権利制限の実現により、国民が最適な医療を迅速に受けるこ
とができ、国民の生存権を保障することになるものと確信いたしております。ここに「薬事関係の
権利制限」に関して審議、法制化を改めてお願いする次第であります。
　なお、「薬事関係の権利制限」に関して「文化審議会著作権分科会法制問題小委員会平成19年
度・中間まとめ」の結論について、当委員会はこれに賛成いたしておりますが、同中間まとめの中
で、補償金額として示されております「通常の使用料相当額」につきましては、第23回著作権分科
会において、委員より利用者と権利者にその額の決定を任せるのではなく、文化庁などの第三者
が介入する必要性について、複数の発言があり、また、過去の法制問題小委員会においても、こ
の補償金額や通常の使用料相当額について、何ら議論がなされておりませんので、今後の審議
におきまして、この点も審議されるべきものと考えます。なお、昨年度法制問題小委員会中間まと
めに対する意見募集において、海外団体からの意見が多数提出されていますが、当該団体との
直接の意見調整が必要な場合は、文化庁におかれまして協議の場を調整いただきたく、お願い
する次第です。

日本製薬工
業協会
知的財産委
員会

２．平成19年度－20年度の経緯
昨年度の第7期「文化審議会著作権分科会法制問題小委員会平成19年度・中間まとめ」
では、第5回－第7回の意見陳述を踏まえ、「医薬品等の製造販売業者が医療関係者に対して行
う文献提供については、製薬企業及び著作権管理団体間の契約の状況や運用の適正化のため
の取組み状況等、実効的な制度運用に向けた必要な環境が整うこと、及び必要に応じて制度の
存続の要否について検討を行うことを前提として、一定の要件の下、権利制限を行う方向で検討
することが適当であると考えられる。」との方向性が示されました。
一方で、中間まとめに対する意見募集において寄せられた意見では、文献提供に関する包括契
約の存在や実務の実態に照らし、迅速な文献提供との観点から権利制限を行うことの正当性の
有無、今回の権利制限と国際条約（権利制限に関するいわゆるスリーステップテスト）との関係等
の基本的部分について見解が大きく分かれていることから、平成19年度法制問題小委員会の審
議の経過として、「今後、医薬品等の製造販売業者の文献提供の実態等を精査しつつ、これら上
記の点を含めて検討を進めるべきである。」との方向性が、第24回著作権分科会において報告さ
れ、委員からも審議を進めることに異論は無く、了承されています。

IX　その他

「法制問題小委員会平成20年度・中間まとめ」に対する意見
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IX-２ この中間まとめでは、「以上の課題のほか、本小委員会の検討課題としては、通信・放送の在り
方の変化への対応などが残されている」と、「など」に含まれているかもしれないが、あたかも検討
課題としては「通信・放送の在り方の変化への対応」が主たるものとして残っていて、その他のも
のは何もないかのような書き振りとなっている。
　貴小委員会では、平成17年以来、様々な権利制限を巡る課題に取り組んでいるところであり、
その進捗状況については、平成19年6月29日開会の第5回会議において配布された資料4「権利
制限を巡る課題に関する審議等の進捗状況」にまとめられている。
　この資料では、同年10月に出された「平成19年度・中間まとめ」において検討経過が取りまとめ
られている障害者福祉関係の権利制限の拡大要望のほか、平成17年3月に出された図書館関係
の権利制限の拡大要望についても取り上げている。
　その中では、「図書館関係者と権利者団体間において協議が進捗していない」とされているもの
もあるが、両当事者間での意見の相違がないか、あっても少ないことから、「図書館関係者から再
検討の要請があったところである」という結論となっている項目が4つもある。
　このうちの「「再生手段」の入手が困難である図書館資料を保存のため例外的に許諾を得ずに
複製すること」については、貴分科会の過去の著作物等の保護と利用に関する小委員会におい
て検討結果が出されたと聞いているが、その他の3つの項目については、何らの検討も行われて
いない。

社団法人日
本図書館協
会

これらの要望については、デジタル化・ネットワーク化時代に対応した図書館機能の拡大につい
ての認識に乏しいと思われる一部委員から慎重を期する意見があったほかは、賛同する意見が
ほとんどであったことから、図書館関係者から再検討の要請があった以上、検討の遡上に乗せる
ことが適当と思われる。（なお、これらの要望を出す背景となった図書館像については、当協会か
ら平成18年8月に各委員に送付したところである。）
　ところが、この中間まとめでは、これらの要望が検討事項として記されていない。当協会として
は、これらの要望が検討事項として残されていることを本文中に記すとともに、早急に検討を再開
することを要望するものである。
　それに、平成19年度の中間まとめにおいて法改正の対象とすべきとしていた障害者福祉関係
の要望事項についても、平成20年1月30日に出された「平成19年度法制問題小委員会の審議の
経過について」では「概ね中間まとめの基本的方向性と趣旨を同じくする意見がみられる」として
いることから、この項目についても検討対象であることを明記するとともに、早急に検討を再開す
るよう要望するものである。

IX-3 障害者福祉関係の課題については、すでに「平成１９年度・中間まとめ」で一定の結論が示された
ものの、「最終まとめ」にまで至らず、具体的な法改正についても大部分が先送りとなってしまっ
た。まことに残念で遺憾なことと言わざるをえない。
「平成１９年度・中間まとめ」で示された検討結果については、一日も早い法改正の実現を要請す
るものである。

障害者放送
協議会

IX-４ 　平成19年度のまとめにおいては、障害者福祉関係と薬事法関連での継続審議事項が記載され
ておりましたが、平成20年度の法制問題小委員会では継続審議が行われませんでした。このこと
は、非常に遺憾であり即刻の継続審議を要望いたします。本内容につきましては、平成19年度中
間まとめに対するパブリックコメントでも本協会は意見を提出いたしまました。参考までに、その意
見書も添付いたします。

社団法人情
報科学技術
協会
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IX-５ 　日本は、著作権侵害行為については、ほぼすべて刑事罰の対象となる。
　しかも、刑事法の世界では、幇助の範囲が非常に広く考えられていることから、差止め請求の
対象と成らない範囲、諸外国では間接侵害とされない範囲まで、日本では刑事処罰の対象となり
かねないことになっており、現在、一部の警察によって不当と思われる検挙が続いている。
　　これらの刑事処罰の範囲についても、中立的機器の提供による刑事処罰の排除等、安心して
技術を提供できる状況を早急に検討するべきである。

MPO法人ソ
フトウェア技
術者連盟

IX-6 1) 本中間まとめ第6節「その他の検討事項」では、『知的財戦略本部/デジタル・ネット時代におけ
る知財制度専門調査会においては、「知的財産推進計画２００８」において今年度中に結論を得る
べきこととされている、権利制限の一般条項（いわゆる日本版フェアユース）をはじめ、著作権法
制に関係する種々の課題についても検討が進められている。本小委員会としても、今後、これら
の課題について、その議論の動向を見守りつつ、より詳細の制度設計について検討を要する場
合などには、必要に応じて検討を行うこととしたい。』とされている。
　しかし、「知的財産推進計画２００８」において今年度中に結論を得るべきこととされている、御省
関連の「医薬品党の製造販売業者が医薬品党の適正使用に必要な情報を意訳関係者へ提供す
ることに関する著作権法上の課題」について、今年度検討がなされていない状況があるので、至
急法制問題小委員会において検討を進められたい。

日本製薬団
体連合会
理事長
木村　政之

２）今回の「文化審議会著作権分科会法制問題小委員会平成２０年度・中間まとめ」においては、
平成２０年１月３０日開催の第２４回著作権分科会において、継続して検討することが報告・了承
され、また、知的財産推進計画２００７の中でも、２００７年度中に結論を得るとされております、
「薬事関係の権利制限」に関して、未だ審議が再開されず、本中間まとめにおいても何ら言及され
ていないことに、大変器具を感ずるものであります。
　また、政府の知的財産戦略本部は、教育・研究等で公正な利用と判断される事例については、
権利制限を導入することが適当であるという報告案を作成し、米国等で既に制定済みのフェア
ユース規定立法化の動きも出てきております一方で、国民の生命に関連する非常に公共性の高
い薬事関係の権利制限に関して、本年度審議が再開されず、中間まとめにも何ら言及がなされて
いないことにつき、誠に遺憾であります。
　国民の福祉と公衆衛生向上のため立法化された我が国固有の法制である薬事法の情報提供
義務にしたがい、情報を必要とする医療現場に最適な情報を迅速に提供するために、速やかな
権利制限の法制化を望むのであり、この権利制限の実現により、国民が最適な医療を迅速に受
けることができ、国民の生存権を保証することになるものと確信いたしております。
　ここに「薬事関係の権利制限」に関して審議、法制化を改めてお願いする次第であります。
　なお、「薬事関係の権利制限」に関して「文化審議会著作権分科会法制問題小委員会平成１９
年度・中間まとめ」の結論について、当連合会はこれに賛成いたしておりますが、同中間まとめの
中で、補償金額として示されております「通常の使用料相当額」につきましては、第２３回著作権
分科会において、委員より利用者と権利者にその額の決定を任せるのではなく、文化庁などの第
三者が介入する必要性について、何ら議論がなされておりませんので、今後の審議におきまし
て、この点も審議されるべきものと考えます。なお、昨年度法制問題小委員会中間まとめに対す
る意見募集において、海外団体からの意見が多数提出されていますが、当該団体との直接の意
見調整が必要な場合は、文化庁におかれまして協議の場を調整いただきたく、お願いする次第で
す。
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「法制問題小委員会平成20年度・中間まとめ」に対する意見

３）平成１９年度－２０年度の経緯
　昨年度の第７期「分解審議会著作権分科会法制問題小委員会平成１９年度・中間まとめ」で
は、第５回－第７回の意見陳述をふまえ、「医薬品等の製造販売業者が医療関係者に対して行う
文献提供については、製薬企業及び著作権管理団体間の契約の状況や運用の適正化のための
取組み状況等、実効的な制丼用に向けた必要な環境が整うこと、及び必要に応じて制度の存続
の要否について検討を行うことを前提として、一定の要件の下、権利制限を行う方向で検討する
ことが適当であると考えられる」との方向性が示されました。
　一方で、中間まとめに対する意見募集において寄せられた意見では、文献提供に関する包括
契約の存在や実務の実体に照らし、迅速な文献提供との観点から権利制限を行うことの正当性
の有無、今回の権利制限と国際条約（権利制限に関するいわゆるスリーステップテスト）との関係
等の基本的部分について見解が大きく分かれることから、平成１９年度法制問題小委員会の審
議の経過として、「今後、医薬品等の製造販売業者の文献提供の実体を精査しつつ、これら上記
の点を含めて検討を進めるべきである」との方向性が第２４回著作権分科会において報告され、
委員からも審議を進めることに異論は無く、了承されてます。
　なお、当連合会と致しましては、今後の議事等の進行に当たり、積極的に支援を継続する所存
ですので、時宜に応じ、説明・意見交換等の機会を設定頂ければ幸甚に存じます。


